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平成24年12月４日（火曜日）

午前９時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成24年度宮崎県一般会計補正

予算（第２号）

○議案第２号 平成24年度宮崎県港湾整備事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第３号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第16号 宮崎県職業訓練の基準等に関す

る条例

○議案第18号 県道の構造の技術的基準を定め

る条例

○議案第19号 移動等円滑化のために必要な県

道の構造に関する基準を定める

条例

○議案第20号 県道の道路標識の寸法を定める

条例

○議案第21号 都市公園、公園施設及び特定公

園施設等の設置の基準を定める

条例

○議案第22号 宮崎県営住宅の整備基準に関す

る条例

○議案第23号 宮崎県営住宅の設置及び管理に

関する条例の一部を改正する条

例

○議案第26号 工事請負契約の締結について

○議案第29号 宮崎県道路公社の道路の整備に

関する基本計画の変更に係る定

款の変更について

○議案第30号 公の施設の指定管理者の指定に

ついて

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて

・県営住宅の管理上必要な訴えの提起、和解及

び調停について

○商工観光振興対策及び土木行政の推進に関す

る調査

○その他報告事項

・本県の雇用情勢について

・えびの高原スポーツレクリエーション施設に

ついて

・県内トンネルの緊急安全点検について

・緊急輸送道路の見直しについて

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 博 三

副 委 員 長 重 松 幸次郎

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 中 野 一 則

委 員 押 川 修一郎

委 員 右 松 隆 央

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

商工観光労働部

商工観光労働部長 米 原 隆 夫

商工観光労働部次長 成 合 修

企業立地推進局長 福 田 裕 幸

観光交流推進局長 安 田 宏 士

商 工 政 策 課 長 中 田 哲 朗

金 融 対 策 室 長 菓子野 信 男

工 業 支 援 課 長 田 中 保 通

商 業 支 援 課 長 椎 重 明

労 働 政 策 課 長 山之内 点
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地域雇用対策室長 平 原 利 明

企 業 立 地 課 長 黒 木 秀 樹

観 光 推 進 課 長 向 畑 公 俊

みやざきアピール課長 井 手 義 哉

工業技術センター所長 勢 井 史 人

食品開発センター所長 工 藤 哲 三

県立産業技術専門校長 篠 田 良 廣

県土整備部

県 土 整 備 部 長 濱 田 良 和

県土整備部次長
坂 本 義 広

（ 総 括 ）

県土整備部次長
大田原 宣 治

(道路･河川･港湾担当)

県土整備部次長
井 上 康 志

(都市計画･建築担当)

高速道対策局長 中 野 穣 治

管 理 課 長 江 藤 修 一

用 地 対 策 課 長 河 野 俊 春

技 術 企 画 課 長 前 田 安 徳

工 事 検 査 課 長 髙 橋 利 典

道 路 建 設 課 長 谷 口 幸 雄

道 路 保 全 課 長 永 田 宣 行

河 川 課 長 東 憲之介

ダ ム 対 策 監 上 山 孝 英

砂 防 課 長 加 藤 人 志

港 湾 課 長 坂 元 政 嗣

空 港 ・ ポ ー ト
矢 野 透

セールス対策監

都 市 計 画 課 長 大 谷 睦 彦

建 築 住 宅 課 長 伊 藤 信 繁

営 繕 課 長 酒 井 正 吾

施設保全対策監 上別府 智

高速道対策局次長 沼 口 晴 彦

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 関 谷 幸 二

議事課主任主事 大 山 孝 治

○山下委員長 ただいまから商工建設常任委員

会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付いたしました日程案のとおりでよ

ろしいでしょうか。

〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時59分休憩

午前10時１分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明が終了した

後にお願いいたします。

○米原商工観光労働部長 おはようございま

す。本日は、お手元の常任委員会資料の目次に

ありますとおり、平成24年11月定例県議会提出

議案及びその他報告事項について御説明をいた

します。

まず、資料の１ページをお願いいたします。

今回提出しております商工観光労働部関係議案

の概要でございます。まず、議案第１号「平

成24年度宮崎県一般会計補正予算（第２号）」

は、緊急雇用創出事業臨時特例基金事業の実施

等に伴う補正を行うものであります。商工観光

労働部の一般会計歳出につきましては、上の段

の表の左側から、補正前の額461億116万7,000円

に、補正額2,563万1,000円を増額し、合計461

億2,679万8,000円となります。内訳といたしま
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しては、表の下に記載しておりますとおり、緊

急雇用創出事業臨時特例基金事業実施に伴いま

す補正として地域新産業・雇用創出推進事業な

ど６事業、及びプロ野球キャンプの拡充に伴い

ます補正としてプロ野球キャンプ環境充実強化

事業を計上しております。また、下の段の表に

ありますとおり、債務負担行為として緊急雇用

基金事業関係の６つの事業を追加しておりま

す。

なお、資料にはございませんが、緊急雇用基

金につきましては、その継続について国に要望

してきたところでございますが、先般、国の経

済対策第二弾として、失業者の雇用機会創出等

のため全国枠で800億円を新たに充てることが発

表されたところでございます。

次に、２ページの議案第16号「宮崎県職業訓

練の基準等に関する条例」につきましては、地

域主権改革一括法の施行に伴い職業能力開発促

進法が改正されたことによりまして、これまで

国において定められておりました、県が行う職

業訓練に関する基準等を条例で定めるものでご

ざいます。

議案の詳細及びその他報告事項につきまして

は、この後、担当室長・課長からそれぞれ御説

明をさせていただきますので、よろしくお願い

いたします。

私のほうからは以上でございます。

○中田商工政策課長 商工政策課の11月補正予

算について御説明いたします。

お手元の平成24年度11月補正歳出予算説明資

料の「商工政策課」のインデックスのとこ

ろ、33ページをお開きいただきたいと思いま

す。今回お願いしております補正予算は、一般

会計600万円の増額であります。補正後の予算額

は、右から３列目でありますが、393億5,544

万7,000円であります。

35ページをお開きいただきたいと思います。

今回補正をお願いしております事業は、（事

項）新産業・雇用創出推進事業費の説明欄にあ

ります新規事業、地域新産業・雇用創出推進事

業600万円であります。

事業の内容につきましては、お手元の委員会

資料で御説明させていただきたいと思います。

３ページをお開きいただきたいと思います。ま

ず、事業目的でありますが、依然として厳しい

経済・雇用情勢に置かれている中で、本県経済

の活性化を図っていくためには、県内各地域が

有する多様な地域資源を活用し、地域における

新産業・新サービスの創出を図ることが重要で

ありますことから、地域経済の活性化につなが

る取り組みを支援し、地域における新産業及び

雇用の創出を図ることを目的としております。

２の事業概要であります。本事業は、基本的

に22年度、23年度に実施いたしました中山間地

域新産業・雇用創出事業と同じスキームで実施

するものでございますけれども、経済団体等か

ら、地域資源を活用し、消費需要の喚起や地域

の魅力向上により地域経済の活性化を図り、新

産業及び雇用創出につながる取り組みを募集い

たしまして、採択した事業を提案経済団体等に

委託して実施することとしております。雇用予

定者数は18名で、平成25年３月からの事業開始

を予定しております。

事業費につきましては、３にありますとお

り、平成24年度が600万円、25年度が債務負担行

為で8,432万円、合計で9,032万円を計上してお

ります。

商工政策課の説明は以上であります。よろし

くお願いいたします。

○田中工業支援課長 それでは、11月補正歳出
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予算説明資料の「工業支援課」のインデックス

のあります37ページをお開きください。今回の

補正額は429万3,000円の増額でありまして、補

正後の予算額は11億7,247万9,000円となりま

す。全て緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用

したものであります。

39ページをごらんください。まず、（事項）

新事業・新分野進出支援事業費でありますが、

新規事業、新規創業・新事業創出支援事業290

万2,000円、次の改善事業、次世代産業人材支援

事業30万9,000円をお願いしております。なお、

詳細につきましては、後ほど常任委員会資料で

御説明いたします。

次に、下の（事項）産業集積対策費でありま

す。新規事業、食品産業県内市場開拓支援事

業40万8,000円、次の改善事業、ものづくり産業

東アジア市場開拓支援事業67万4,000円をお願い

しております。

それでは、それぞれの事業の内容につきまし

て常任委員会資料で御説明いたします。常任委

員会資料の４ページをお開きください。まず、

新規創業・新事業創出支援事業であります。

１の事業目的でありますが、新規創業者や新

事業に取り組むベンチャー企業に対しまして、

仮称「新規創業スタートアップセンター」を設

置し一貫した支援を行うとともに、新事業創出

に必要な内容を専門家等から学ぶ「新事業チャ

レンジ塾」を開催するものであります。

２の事業概要でありますが、宮崎商工会議所

にコーディネーター２名を配置しまして２つの

事業を行います。まず、（１）の新規創業ス

タートアップ支援事業は、宮崎商工会議所に新

規創業スタートアップセンターを設置し独自の

商品やサービスを有する新規創業者等を公募

し、数社を選定の上、商品等のブラッシュアッ

プ、すなわち磨き上げから販路開拓まで一貫し

て支援を行おうというものであります。（２）

の新事業チャレンジ塾開催事業は、既存事業の

改善、新分野進出に挑戦しようとする企業に対

しまして、経営戦略、組織マネジメントなどの

実践的内容について、専門家による講義を行う

新事業チャレンジ塾を、宮崎、都城、延岡、日

南、県内４地区で開催するものであります。

事業費は、平成24年度290万2,000円、平成25

年度の債務負担行為として1,556万4,000円、合

計1,846万6,000円であります。

次に、５ページをお開きください。次世代産

業人材支援事業であります。

１の事業目的ですが、ものづくり産業を支え

る次世代人材を育成し、県内企業への就業促進

を図るため、就業支援に関する調査や経営者に

よる講話等を実施するものであります。

２の事業概要ですが、宮崎県工業会にアドバ

イザー１名を配置しまして２つの事業を行いま

す。まず、（１）のものづくり産業への就業支

援ですが、アドバイザーが県内の企業や大学等

を訪問し、企業の人材教育等に関するニーズ、

あるいは大学等の産業教育の情報などを伝える

とともに、連絡会議を開催して就業支援のあり

方、仕組み等を検討するものであります。

（２）のものづくり産業の魅力発信・理解促進

ですが、ものづくり企業の経営者等が県内の工

学系大学、高専等を訪問しまして、企業動向や

求められる人材像などについての講話を行うと

ともに、県内企業の視察会等を行うものであり

ます。

事業費は、平成24年度30万9,000円、平成25年

度の債務負担行為として519万1,000円、合計550

万円であります。

次に、資料の６ページをごらんください。食
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品産業県内市場開拓支援事業であります。

事業目的は、食品加工業社の県内の新たな市

場を開拓し、売れる商品開発を促進するため

に、マッチング会の開催や定番化に向けた調

査、プライベートブランド、いわゆるＰＢ市場

の開拓に向けた調査等を行うものであります。

事業概要につきましては、宮崎県中小企業団

体中央会にコーディネーター１名を配置し３つ

の事業を行います。まず、（１）の食品産業

マッチング会ですが、県内での取引拡大のため

に、飲食業者や加工業者等に、県産素材あるい

は１次加工品を紹介する展示会、事例発表会、

講演会を開催するものであります。（２）の加

工食品等の定番商品化促進事業は、県内食品

スーパー、百貨店等のバイヤーへの調査、商品

に対する苦情（クレーム）に関する意見交換、

売り場見学等を実施するものであります。

（３）のＰＢ市場の開拓に向けた実態調査は、

県内のスーパー、百貨店等におけるＰＢ商品市

場の開拓を図るために、こだわりスーパー等へ

のヒアリング調査、セミナーを開催するもので

あります。

事業費は、平成24年度40万8,000円、平成25年

度の債務負担行為として609万2,000円、合計650

万円であります。

最後に、７ページをお開きください。ものづ

くり産業東アジア市場開拓支援事業でありま

す。

事業目的でありますが、本県のものづくり産

業の活性化を図るために、成長著しい東アジア

市場をターゲットとして、海外展示会への出展

支援、商談支援等を行うものであります。

事業概要でありますが、宮崎県工業会にコー

ディネーター１名、事務補助員１名を配置しま

して４つの事業を行います。まず、（１）の海

外販路開拓支援事業ですが、コーディネーター

によりまして海外展開のニーズの掘り起こしを

行うとともに、県内の工業製品の輸出の手続、

決済の方法などの具体的な手法を指導・助言す

るものであります。（２）の海外販路開拓実践

研修事業は、ターゲットとする国の選定方法、

パートナー探し、営業方法などの具体的な取り

組み方法に関する研修会を開催するものであり

ます。（３）の海外展示会出展支援事業は、海

外の展示会に本県のブースを設けまして、県内

の工業製品の出展を行うものであります。

（４）の海外商談支援事業は、海外における新

たな顧客、代理店の発掘などのために、現地企

業とのマッチングあるいは商談会を開催するも

のであります。

事業費は、平成24年度67万4,000円、平成25年

度の債務負担行為として1,203万8,000円、合

計1,271万2,000円であります。

工業支援課は以上であります。

○井手みやざきアピール課長 みやざきアピー

ル課の11月補正予算について御説明させていた

だきます。

お手元の平成24年度11月補正歳出予算説明資

料、「みやざきアピール課」のインデックスの

ところ、41ページをお開きいただきたいと思い

ます。今回お願いいたします補正予算につきま

しては、一般会計1,533万8,000円の増額でござ

います。補正後の予算額は、右から３列目であ

りますけれども、１億7,940万7,000円でござい

ます。

それでは、補正予算の事業について御説明さ

せていただきます。

43ページをお願いいたします。今回お願いし

ております補正予算は、１番目の（事項）県外

広報対策費の説明欄１の県外広報対策事業
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（１）「オールみやざき営業チーム」活動強化

事業233万8,000円と、その下の（事項）スポー

ツランドみやざき推進事業費の説明欄１の新規

事業、プロ野球キャンプ環境充実強化事業1,300

万円でございます。これらの事業につきまして

は委員会資料で御説明させていただきたいと思

います。

お手元の常任委員会資料８ページをお願いい

たします。まず初めに、「オールみやざき営業

チーム」活動強化事業についてであります。

１の事業目的でございますが、昨年11月に誕

生しました県のシンボルキャラクター「みやざ

き犬」は、これまで200件を超すイラストの使用

を許可しておりまして、キーホルダーや文房具

などの商品等に使用されております。また、着

ぐるみの派遣による広報活動も300回を超えてお

りまして、県のイメージアップ、ひいては宮崎

のファンの拡大に貢献していると認識しており

ます。今後、引き続き、シンボルキャラクター

を活用した広報を実施してまいりますととも

に、その活動と並行して企業との協働に向けた

営業にも取り組み、オールみやざきによる営業

活動をさらに強化することを目的としておりま

す。

２の事業概要でございますが、みやざき犬の

着ぐるみを活用した広報活動のために、新たに

７名を雇用し事業を行うこととしております。

なお、この事業は、公募の上委託事業者を決定

することとなります。事業の内容でございま

す。県内外での着ぐるみを活用した広報活動の

ほか、みやざき犬のフェイスブックなどソー

シャルネットワークサービスを活用した広報活

動や関連グッズの配布等を行います。また、

キャラクターの知名度を高め企業との協働を推

進してまいりたいと考えております。

３の事業費につきましては、平成24年度に233

万8,000円の補正をお願いすることとしておりま

して、平成25年度が債務負担行為として2,716

万4,000円、合計で2,950万2,000円を計上してお

ります。なお、平成24年度の予算額は、当初予

算額とあわせまして合計4,571万7,000円となり

ます。

次に、新規事業、プロ野球キャンプ環境充実

強化事業についてでございますが、９ページを

ごらんいただきたいと思います。

１の事業目的でございます。近年のプロ野球

春季キャンプを見ますと、後半の練習内容が実

戦主体へと変化しております。この状況を踏ま

えまして関係の自治体と連携しながら検討した

結果、２月後半に複数の球団が練習試合を集中

的に実施できる環境を整備することにより、既

存球団の長期滞在と新規球団のキャンプ誘致を

促進し、「スポーツランドみやざき」のさらな

る確立を図ることを目的とした事業でございま

す。

２の事業概要でございますが、来年２月26

～28日の３日間に、プロ野球４球団による練習

試合をアイビースタジアムほかの県内球場で実

施することとし、この練習試合開催に要する経

費について、県、関係自治体及び民間団体等で

組織する実行委員会に対して支援を行うもので

ございます。

３の事業費でございますが、県の負担金とし

て1,300万円をお願いしております。そのほか宮

崎市と日南市からも合わせて1,300万円を負担し

ていただく予定でございまして、とりあえず総

事業費としては2,600万円を予定しております。

事業費の内訳としましては、試合の運営費、Ｐ

Ｒ・広報経費、球団への支援金等でございま

す。
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みやざきアピール課の説明は以上でございま

す。

○山之内労働政策課長 労働政策課でございま

す。

それでは、常任委員会資料の10ページをお願

いいたします。議案第16号「宮崎県職業訓練の

基準等に関する条例について」御説明を申し上

げます。

まず、１の制定趣旨であります。「地域の自

主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律」、いわ

ゆる地域主権改革一括法が施行されたことに伴

い職業能力開発促進法が改正され、従来、国の

省令で定められていた職業訓練に関する基準等

を県の条例で定めることとされましたので、職

業訓練の基準等を定める条例を制定するもので

ございます。

なお、都道府県では国が省令で定める基準等

を参酌して条例で規定することとなっておりま

すが、本県における職業訓練の現状等を踏まえ

て、省令で定めるものを参酌して検討した結

果、省令の規定を基本としたところでございま

す。

次に、２の条例内容でございます。ここでは

条例に規定する５つの事項について説明させて

いただきます。

まず、（１）の県が公共職業能力開発施設以

外で行うことができる職業訓練の要件について

であります。これは、西都市の県立産業技術専

門校及び同高鍋校以外の県の機関で行うことが

できる職業訓練の要件を定めるもので、具体的

には、企業の雇用管理者を対象とした、管理者

として備えるべき知識習得のための座学研修な

どが想定されるところでございます。要件とい

たしましては、①主として知識を習得するため

に行われる職業訓練、②短期課程の普通職業訓

練に準ずる職業訓練、③その教科の全ての科目

について簡易な設備を使用して行うことができ

る職業訓練、の全てに該当する必要がございま

す。

次に、（２）の公共職業能力開発施設以外の

他の施設で行われる教育訓練を公共職業訓練と

みなすことができる要件についてでございま

す。これは、参考に記載しておりますとおり、

専門学校などの民間機関に委託して行う求職者

向けの職業訓練に関するものでありまして、要

件は、「職業を転換しようとする労働者等に対

して実施する迅速かつ効果的な職業訓練」とし

ております。

次に、（３）の公共職業能力開発施設が行う

職業訓練に関する基準についてであります。①

の普通課程の普通職業訓練については、県立産

業技術専門校で実施いたします訓練期間が１年

以上の訓練の基準でございます。アの訓練の対

象者は高等学校卒業者等以上の者、イの教科

は、将来多様な技能及びこれに関する知識を有

する労働者となるために適切と認められるも

の、ウの訓練期間は１年以上４年以下、エの訓

練時間は１年につきおおむね1,400時間、オの設

備は訓練を適切に行うことができると認められ

るもの、としております。

恐れ入ります、次の11ページをお願いいたし

ます。カの訓練生の数は１クラス50人以下とし

ております。キの職業訓練指導員の数は、訓練

生の数や訓練内容に応じて適切な数とすること

としておりますが、参考にありますとおり、国

の通達により１クラスについて３人が標準と

なっております。クの試験は、１年以内ごとに

１回としております。

次に、②の短期課程の普通職業訓練について
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は、高鍋校で実施する訓練期間が１年以内の訓

練の基準であります。アの訓練対象者は、職業

に必要な技能及び知識を習得しようとする者、

イの教科は、職業に必要な技能及び知識を習得

させるために適切と認められるもの、ウの訓練

期間は１年以下としております。エの訓練時間

は12時間以上としておりますが、これは、短期

訓練が弾力的な運用によって行われるため２～

３日という短期間の訓練も可能でありまして、

そのような訓練を想定しての最低限必要な時間

数となっております。オの設備は訓練を適切に

行うことができると認められるもの、カの訓練

生の数は１クラス50人以下としております。キ

の職業訓練指導員の数は、訓練生の数や訓練内

容に応じて適切な数とすることとしております

が、普通課程と同じく１クラスについて３人が

標準となっております。クの試験は、訓練の修

了時に行うこととしております。

なお、普通課程及び短期課程に係る教科や設

備等の基準の詳細につきましては、専門的かつ

技術的な内容となることから規則で定めること

としております。

次に、（４）の県が設置する公共職業能力開

発施設が行う職業訓練について無料とする要件

についてでありますが、「職業能力開発校にお

いて職業の転換を必要とする求職者等に対して

行う短期課程の普通職業訓練」としておりま

す。なお、この要件には高鍋校が実施する訓練

が該当することになります。

次に、（５）の公共職業能力開発施設が行う

普通職業訓練における職業訓練指導員の要件に

ついてであります。これは産業技術専門校で職

業訓練の指導ができる者の資格要件を定めるも

のでありますが、①の都道府県知事の免許を受

けた者、または②の一定の職業訓練または学校

教育を受けた者で、かつ一定の年数以上の実務

経験を有するものとなります。

最後に、３の施行期日でありますが、公布の

日を施行日としております。

以上、御審議のほどよろしくお願い申し上げ

ます。

○山下委員長 以上、執行部の説明が終了いた

しました。

まず、議案についての質疑を承りたいと思い

ます。

○中野委員 議案第１号について質問したいと

思います。本年度予算に比べて債務負担行為が

極端に多いわけですけれども、駆け込んでした

ような気がするわけですが、これは全て国から

のお金でやっている事業なんですか。

○平原地域雇用対策室長 緊急雇用創出事業に

つきましては、今年度開始した事業については

１年間の雇用が可能だということで国から指示

がございまして、この基金を活用するために、

今年度中に事業を開始して来年度にまたがり実

施することによって、その間雇用を維持してい

こうという事業でございます。

○中野委員 新規事業、地域新産業・雇用創出

推進事業は、本年度が600万、債務負担行為

が8,432万ですが、具体的に使う道が決まってい

るわけですか。600万を本年度中に使うというこ

とと、来年度が8,400万使うわけですが、これか

ら見ても来年１年間のことですよね。具体的な

事業内容はあるわけですか。

○中田商工政策課長 この事業は、平成22年

度、23年度に実施しました中山間地域の新産

業・雇用創出推進事業と同じスキームでやるも

のでございまして、先ほど室長のほうから説明

がありましたが、今年度事業をスタートすれば

１年間の事業ができるということで、来年の３
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月事業開始を予定いたしております。24年度に

つきましては１カ月分の事業費及び人件費とし

て600万円をお願いしておりまして、債務負担行

為で残りの11カ月分を8,432万円お願いしている

ということでございます。

○中野委員 それは説明してあるからわかるん

ですが、雇用予定者が18名ですね。来年度も18

名を雇用して約１年間9,000万の事業をするとい

うことなんですか。その事業の中身は、具体的

にはどういうことをするんですか。わずか１年

間のことでしょう。

○中田商工政策課長 事業概要の対象事業のと

ころに書いてございますけれども、経済団体等

から地域資源を活用した新産業・雇用創出につ

ながるような取り組みをこれから公募いたしま

して、事業の趣旨に見合うものを採択して、受

託して実施いただくということでございます。

具体的にどういったものが出てくるかはこれか

らでございますけれども、これまでの例で言い

ますと、都城で実施しております焼き肉三昧と

か児湯地区のふぐ丼、高千穂のどぶろくの取り

組み、地域の資源を活用して地域の産業、また

雇用につながるような事業をこれから公募して

実施いただくということになります。

○中野委員 まだ具体的には何もわかっていな

くて、これから商工会議所と商工会にお願いを

して地域で取り組む事業ということですね。そ

れで、商工会議所、商工会もありますが、今ま

で「中山間地域雇用」云々と言われたから、中

山間地域が主体だったと思うんです。今回はそ

の名前が消えて「地域」という言葉があります

が、郡部とか極端な過疎地域にかなり反映され

る事業になるんですか。

○中田商工政策課長 22年度、23年度は中山間

地域ということで実施しておりました。中山間

地域に入っておりません児湯地区の３町がござ

いますけれども、この３町につきましても、以

前の事業は広域的な取り組みも対象にしており

ましたので、実質的には県内全域が対象になっ

ている形になっておりました。事業の内容を見

ていただきますと、今、委員がおっしゃったよ

うに中山間地域の事業が非常に多い実態になっ

ております。これから公募いたしますので、事

業内容を見ながら、できるだけ地域で持ってお

られる資源を活用した、新産業につながるよう

な事業、これからも継続していけるような事業

を中心に採択して事業を実施していただきたい

と考えております。

○中野委員 商工会議所が中心になると、商工

会議所で一番力のあるところは宮崎だから、都

市部には余りお金を使わないように、県下全体

にお金が使われるように、たくさんの事業が網

羅されるようにお願いしておきたいと思いま

す。これは要望しておきます。

７ページのものづくり産業東アジア市場開拓

支援事業は東アジア市場をターゲットというこ

とですが、東アジアという区域はどこからどこ

を指しているわけですか。

○田中工業支援課長 東アジアにつきまして

は、今のところメーンに考えておりますのは中

国、台湾等でありますが、あわせまして韓国、

東南アジアも視野に入れております。

○中野委員 東南アジアも含めて東アジアです

か。東南アジアも広いから東アジアに入るわけ

ですか。

○田中工業支援課長 東南アジアも含めて東ア

ジアということにしております。

○中野委員 含めてというところがみそみたい

ですが、どこかきちんと決まっているわけです

か。来年度までの事業だけれども。
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○田中工業支援課長 今のところまだどの国と

明確に決めているわけではございません。最近

の中国をめぐる情勢等もありますので、そこら

辺も踏まえながら国については決めていきたい

と思っております。

○中野委員 これは全く白紙なんですか。

○田中工業支援課長 今年度実施しております

事業では、中国上海で行われました中国国際工

業博覧会に出展いたしております。今のところ

同じ博覧会を想定はしておりますけれども、今

後の政治情勢等も含めて検討したいと思ってお

ります。

○中野委員 この前の一般質問を聞いておった

ら、海外の市場開拓にまつわる質問での答弁

だったと思うんですが、知事が「シンガポー

ル」という言葉を使われて答弁されておったで

すね。どうせ皆さん方が書いた答弁だったと思

うんですけれども、シンガポールもターゲット

にされておるという、この事業を指した答弁

じゃなかったんですか。

○田中工業支援課長 シンガポールも東南アジ

アに入りますので対象国の一つではありますけ

れども、県内の企業の目指すところによって

ターゲットとする国が変わってくると思いま

す。輸出であったり製造委託、あるいは現地で

の立地等企業のターゲットが違いますので、そ

れに応じて国については検討していきたいと

思っております。

○中野委員 東アジアは人口も多くて、いい市

場になると思うんですが、東南アジアがかなり

浮上して、宮崎県から見て、中国にかわる市

場、あるいは進出地域になると思うんです。他

県に先駆けてそのあたりまで早くやられたらい

いんじゃないかという気がしているんです。ぜ

ひそういう取り組みを、他県に負けないよう

に。この前、３日ほど中国、香港に行きました

けれども、他県に比べて宮崎県はおくれている

ような気がしているんです。ですから、宮崎県

が６次化を目指したものを含めててこ入れする

ということもいいし、また、どこかに呼びかけ

て取り扱う企業を育ててもらわないかんとも思

います。それと、既存の業者にもどんどん声を

かけて、そっちはそっちで商業ベースでどんど

んいって、結果的に農産物を含めいろんな宮崎

県の産物が海外にどんどん輸出されるようにな

ればいいがなと思いました。東アジア、中国を

中心のところも捨てがたいわけですけれども、

南アジアを含めてこういうものを拡大していく

ようによろしくお願いしておきたいと思いま

す。

○押川委員 今、中野委員からもあったんです

が、１の地域新産業・雇用創出推進事業であり

ますけれども、今説明がありましたとお

り、22・23年度中山間地域雇用創出の中で事業

をやられて、新たにまた25年度雇用対策の中で

継続されるということでありますけれども、こ

れは22・23年度の中山間地域雇用創出事業の中

で残金があったという形の中での新たな事業と

いうことでしょうか。どういう形でこれを起こ

されているのか。当初の計画では緊急雇用事業

は終わりですよね。今までの事業の中で残金が

あったのかなかったのか、そこあたりを教えて

ください。

○中田商工政策課長 22・23年度の残金があっ

たということではございませんで、今回、基金

の残金があったというか、その事業を活用させ

ていただいて今年度から来年度にかけて事業を

実施するということでございます。

○押川委員 新たに基金事業としてこれを１年

間やられるということでいいんですか。
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○中田商工政策課長 おっしゃるとおりでござ

います。

○押川委員 そして25年の３月、補正を600万

使っての１カ月分、そして25年度から8,432万円

を使うということでありますけれども、これは

雇用される人件費が主ということでよろしいで

すか。

○中田商工政策課長 この基金事業につきまし

ては、原則として全体事業費の２分の１以上が

人件費ということになっておりますので、債務

負担行為を含めて全体で9,000万円程度お願いし

ておりますけれども、約半分ちょっとが人件費

ということで考えているところでございます。

○押川委員 そして公募で採択団体を決められ

るということでありますけれども、公募はいつ

からされるわけですか。

○中田商工政策課長 失業者等を雇用する形に

なりますが、準備等ございますので、予算が成

立した段階でできるだけ早目に公募していきた

いと考えております。

○押川委員 新規の事業という形で今回起こさ

れるということでありますけれども、22年、23

年にもそういうことであったわけであります。

新規として事業立ち上げということでいいんで

すか。私は悩むんですけれども。

○中田商工政策課長 どういったものが出てく

るのかわかりませんけれども、22・23年度で実

施した事業をさらに拡大するというものであれ

ば対象になると考えております。

○押川委員 あくまでも失業者対策ということ

での雇用でありますから、事業としては何ら批

判するものではありませんけれども、内容につ

いては人件費の取り組みだろうということで理

解をしたいと思います。

それからプロ野球キャンプ環境充実強化事業

でありますけれども、新たに既存の球団の長期

滞在と新規球団のキャンプ誘致を促進するとい

うことで、25年２月26～28日の３日間というこ

とでありますけれども、この４球団、チーム名

がわかっておればお聞かせください。

○井手みやざきアピール課長 現在、本県で

キャンプをしている球団を中心に参加を呼びか

けてきたところでございます。そのほかの本県

にキャンプしている以外の球団にも声かけとい

いますか交渉しておりまして、この予算が通り

ましたら正式にお話を進めていこうとしており

ます。見込みとしましては４球団は大体見えて

いるところでございますけれども、具体的な球

団名につきましては、球団のキャンプスケ

ジュール等もございまして、そちらのほうが明

らかになる時期と同時に公表という形になろう

かと思います。御容赦いただけないかと思って

おります。

○押川委員 それはそれとして理解をいたしま

すけれども、練習方法というのはどういう形

で、４球団が３日間やられる方向でどのような

計画がされているんですか。

○井手みやざきアピール課長 ４球団とお話を

していますが、こういう場合は幹事球団がござ

いまして、その幹事球団が球団間の調整をとっ

ていただきます。それぞれの球団の事情を踏ま

えながら、どこの球団とどの日程で組むという

ことを今後詰めていかれると承っております。

○押川委員 事業費の中の1,300万、練習試合だ

けであればこんなに要らないと思うんですけれ

ども、再度、具体的に事業費の内訳をお願いし

たいと思います。

○井手みやざきアピール課長 事業費の内訳で

ございますが、まず試合の運営経費として、球

場の警備、グラウンドの整備、審判員等の人件
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費を含めて700万程度、そのほか練習試合をやる

ということのＰＲ・広報等の経費として300万程

度、ほかに４球団に対しての支援金という形

で1,600万程度の予算見積もりでございます。

○押川委員 ありがとうございました。２月末

ということでありまして、本県で練習試合がで

きる環境づくりは大事だろうと思います。そし

てこういうことをすることによって新たにキャ

ンプの誘致をされるということでありますか

ら、この事業を活用して、スポーツランド構想

の目玉はプロ野球かなと我々も理解をしており

ますので、ぜひそういう方向の中で頑張ってい

ただきますようにお願いしておきたいと思いま

す。以上です。

○中野委員 「オールみやざき営業チーム」活

動強化事業、私はどうもこれは納得がいかんと

です。着ぐるみだけで債務負担行為を含め

て2,950万2,000円使うわけでしょう。トータル

で4,571万7,000円、目的等書いて効果があるよ

うに書いてあるけれども、果たしてこの事業を

しなかった場合にだめなことがあったのかどう

か。このおかげで何の効果がどのくらいあった

のか、具体的に示していただけませんか。

○井手みやざきアピール課長 着ぐるみの派遣

の効果についてでございますが、熊本県の「く

まモン」のお話をさせていただくと、１年間

で25億程度の商品売り上げ、経済効果があった

というふうに熊本県はおっしゃっています。本

県のシンボルキャラクター「みやざき犬」がそ

の域まで行けるのかどうかはこれからの取り組

み次第かと思っていますが、将来的にはみやざ

き犬のキャラクターが載っているものが売れて

いくように頑張ってまいりたいと思っておりま

す。

先日のゆるキャラグランプリの人気投票で27

位ということを、この間、本会議場でも部長か

ら報告させていただきました。この順位がどう

かというところはございますが、県のキャラク

ターとしては全国でも※３番目ぐらいまで来てい

ますので、ある程度認知度は進んできたのかな

と。この事業によりましてさらに認知度を高め

るとともに、企業に働きかけて、このキャラク

ターを使って一緒に宮崎をアピールしてくださ

いというお願いをしていこうと思っておりま

す。

○中野委員 熊本の例で25億円ということであ

りましたが、みやざき犬の効果は幾らあったん

ですか。補正を含めて4,571万7,000円もこのこ

とに使うんでしょう。大金です。物すごいお金

です。これを別途使えばもっと効果的なものが

あると思うんです。ゆるキャラとかなんとかと

いうことで今のはやりかもしれんけれども、３

匹かかってくまモンにかなわんわけでしょう

が。幾ら頭の上にカボチャじゃキュウリじゃと

掲げても、どうもイメージが湧かんです。熊本

の効果は25億円とよその効果は評価されたけ

ど、宮崎県は今まで幾ら効果があったのかを教

えてください。

○井手みやざきアピール課長 みやざき犬の

キャラクターの効果につきましては、私どもも

いずれ測定をしないといけないと思っておりま

す。今年度周知を図りまして、この事業におき

まして来年度まで着ぐるみを継続して使ってい

くということで補正予算を計上したところでご

ざいまして、来年度中には、どの程度効果が

あったのか、どういう商品がどの程度売れたの

か、ＰＲ効果としてどの程度あったのか測定を

したいと思っております。今年度に関しまして

は、先ほど申し上げましたようにイラスト等の

使用許可件数202件、着ぐるみの派遣件数が300
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※17ページ左段に訂正発言あり

件を超えております。10月現在でも着ぐるみの

派遣要請が非常に多く来ていますので、それな

りに県民の皆さんには親しまれて使っていただ

いていると認識をしております。

○中野委員 くまモンはいつ誕生しましたか。

○井手みやざきアピール課長 2010年の３月で

ございます。

○中野委員 年号で言ってください。

○井手みやざきアピール課長 失礼しました。

平成22年の３月でございます。

○中野委員 くまモンは１年前に誕生して既

に25億円という効果があったということです

が、少なくとも23年の11月、ちょうど１年前に

スタートしたわけでしょう。何がしかの効果が

あったはずです。その効果の金額を教えてくだ

さい。補正予算を組む以上は、効果があったか

ら追加して来年度まで使うということでしょ

う。ことしやったものが幾らか足らんというの

ならいいけど、ここに債務負担行為まで求める

ということはどうかと思うんです。

○井手みやざきアピール課長 具体的に経済波

及効果として幾らという算定は、今のところで

きておりません。済みません。

今回、債務負担行為を含めた補正予算として

次年度までの活動経費をお願いしておりますの

は、先ほどから申し上げていますように、今の

ところ認知度がだんだん上がってきておりまし

て、これをさらに進めていけば何とか経済的に

も貢献できるようなキャラクターになるんでは

ないかとアピール課としては思っておりまし

て、お願いをしているところでございます。

○中野委員 債務負担行為までするなら、その

効果が見通されてから予算を組んでください。

来年度使うんだったら、債務負担行為をしなく

ても新年度予算で上げればいいんじゃないです

か。効果が出てから幾らと示して、そして来年

度もしたほうがいい。効果を算出せんでおっ

て、来年度も2,700万も使いましょうなんていう

のはいかがなものかと思います。余りせっかち

に効果を求めるのもどうかと思います。汚い言

葉だけれども、どぶに金を捨てるようなものだ

と思います。そういうものに県がかかわったら

だめです。この補正の額は認めたとしても、債

務負担行為までというのは……。ちゃんと効果

が幾らあったか示してから、効果があるのであ

れば新年度予算で出してください。債務負担行

為は賛成しかねます。

○井手みやざきアピール課長 厳しいお言葉を

いただきましたけれども、緊急雇用基金対策事

業という県にとってありがたい事業がございま

して、この基金の財源を使えば来年度までこの

事業ができるという思いから、今年度分、３月

１カ月分と、来年度11カ月分を含めて債務負担

行為としてお願いしたところでございます。

みやざき犬キャラクターの効果につきまし

て、金額的な把握ができていないのは非常に申

しわけなく思っておりますが、実際の派遣依

頼、イラスト申請等だんだん上がってきている

というところで、それなりに認知度も上がり、

使いたいとおっしゃる企業もふえてきたところ

でございまして、手応えを感じているところで

ございます。ぜひ来年度も引き続き、みやざき

犬による広報活動を継続させていただきたいと

思っております。

○中野委員 緊急雇用創出だからといって安易

に使わずに、その前に、地域を網羅したような

ものにぜひ組み替えをしてください。緊急雇用

の補正を含めた、債務負担行為したものを総額

で認めないということではないけれども、新年
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度予算でできる話ですから、効果を把握して、

そのことを見ながら次に行くようにしてもらわ

ないと、国からこういう駆け込みのようなお金

が来たからやるというのではいかんですね。他

県の効果はちゃんと調べておって、自前のもの

はまだやっていないというのは、いかがなもの

かと私は思います。

○米原商工観光労働部長 今、中野委員のおっ

しゃった事業効果につきましては、まさにおっ

しゃったとおりだと思っております。ただ、今

の時点で数字は出していないということで、私

としては、できればことし１年、あるいは今年

度についてはその数字を出したいと思っていま

す。というのは、先ほどからくまモンの話があ

りますが、３匹で１匹に対抗しているわけで、

ぜひくまモン以上の認知度、ＰＲ力をつけさせ

たいと思っておりまして、特に今年度は専門の

スタッフが着ぐるみを運用していくという形で

させていただいて、それなりにみやざき犬とし

ての認知度、あるいは人気が上がってきている

という手応えを感じておりますので、もう１年

はぜひこういう形でしっかりやって、みやざき

犬としての基礎を固めたいと考えておりますの

で、ぜひこういう形でお願い申し上げたいと思

います。先ほど申し上げましたように、効果に

ついては、ことし、あるいは今年度という形で

数字に出せる範囲でやりたいと思っています。

１つだけ例を申し上げますと、みやざき犬も

持っていますが、フェイスブックというのがあ

りまして、きのう答弁させていただきました

が、4,400人の方がフェイスブックに登録してい

て、その７割以上が県外の方というのはわかっ

ております。７月からスタートしてそれですの

で、もっともっと効果が上がると信じて取り組

ませていただいています。ことしから来年度に

かけて基礎をしっかり固めるという意味で、ぜ

ひやらせていただきたいと思っております。よ

ろしくお願いいたします。

○中野委員 ことし当初予算で4,300万、そして

来年度が債務負担行為で2,700万、来年度の当初

予算にもキャラクターの関係で予算を組む予定

ですか。

○井手みやざきアピール課長 先ほど申し上げ

ましたように、着ぐるみとしては来年度分11カ

月なので、来年度いっぱいはやらせていただき

たいと思っています。実はこの4,300万の予算

は、着ぐるみだけだと1,200万でございまして、

そのほか、県広報誌の総合雑誌「Jaja」が500

万、県外で「みやざきweeeek」という形でいろ

んなプロモーションをやっています。こういう

イベントの経費が2,100万ほどございます。着ぐ

るみだけだと、もう一度申し上げますが、1,246

万円の当初予算でございます。

○田口委員 工業支援課長にお伺いします。今

回、新規の事業等々ありまして、その中にコー

ディネーター、アドバイザー、全部合わせます

とコーディネーターが４名と事務職１名、アド

バイザーが１名、これは新たに採用なのか、専

従なのか教えてください。

○田中工業支援課長 こちらの人は全て公募し

て新たに採用する予定にしております。

○田口委員 ということは、専門知識を持って

いる人、あるいは幅広い人脈がある人を入れ

て、それは年齢も関係なしに公募して、何かし

らの採用試験で選出するということですか。

○田中工業支援課長 事業目的に応じて、いろ

んな経験、知識をお持ちの方を公募して選考し

たいと思っております。

○田口委員 選出するのは商工会議所や工業

会、中小企業中央団体が選ぶんですか、どこが
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最終的には決めるんでしょうか。

○田中工業支援課長 これはそれぞれの団体で

最終的には決めることになります。

○田口委員 今のコーディネーター、アドバイ

ザーの人件費はこの事業費の中に当然入ってい

ると思いますが、事業ごとに教えていただけま

すか。

○田中工業支援課長 最初の新規創業・新事業

創出支援事業につきましては、コーディネー

ターの単価を月33万円といたしております。そ

れから２番目の次世代産業人材支援事業は、ア

ドバイザーということで月20万円を予定してお

ります。３番目の食品産業県内市場開拓支援事

業のコーディネーターは月27万円を想定してお

ります。最後のものづくり産業東アジア市場開

拓は、コーディネーターが月33万円、事務補助

員が月12万円を予定しております。以上です。

○田口委員 これは雇用の期間は２カ年になる

んですか。

○田中工業支援課長 雇用は１年間となりま

す。

○田口委員 １年ということは、２年目に入る

ときにはしっかりと検証して、継続するかどう

かを決めるということでよろしいんですか。

○田中工業支援課長 これらの事業につきまし

ては、基本的には３月からスタートする事業が

ほとんどでございます。３月から来年の２月

いっぱいまでということで、１年間ということ

でございます。

○田口委員 公募はいつごろやる予定なんで

しょうか。

○田中工業支援課長 この補正予算を認めてい

ただきましたら、早速人選をしたいと思ってお

ります。

それから１点だけ、一番最初の新規事業の

（２）新事業チャレンジ塾開催事業につきまし

ては、来年１月から12月までを予定しておりま

す。

○田口委員 いろんなところから来ると思いま

すけれども、公募するのは、年齢とか出身地、

県職のＯＢの方とか全然関係ないわけですか。

それなりの能力があると認めればそれで決まる

わけですね。

○田中工業支援課長 基本的には年齢とか関係

なく、能力のある方、それから今職についてい

らっしゃらない方ということで公募して採用し

たいと思っております。

○田口委員 産業支援財団等にもコーディネー

ターとかいらっしゃいます。人件費を払うわけ

ですから、先ほどの効果という話も出ますけれ

ども、そこあたりをしっかり検証しながら、お

金を出すからには宮崎のためにどれだけ頑張っ

てくれるかということはしっかりとチェックし

ながらやっていただきたいと思いますので、よ

ろしくお願いいたします。

○右松委員 関連ですが、工業支援課の４事業

は、事業の成否がアドバイザーとかコーディ

ネーターにかかっているのかなという気がする

んです。本当にしっかりとしたプロ、専門家を

コーディネーターとかアドバイザーにしない

と、ただ事業費を消化しただけになってしまう

危惧があると思うんです。先ほど人選はそれぞ

れの団体でということですけど、お手盛りとい

うか、団体がしっかりとした成果を出すという

意志で専門家を選んでくれればいいんですけれ

ども、その辺はどういうふうに考えておられま

すか。

○田中工業支援課長 もちろん各団体に任せっ

放しということではございませんで、予算を出

しますので、人選に当たりましては私どものほ
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うもしっかりかかわっていって、効果が出るよ

うな人を選んでいきたいと思っております。

○右松委員 各団体にお任せではなくてしっか

り絡んでいくということですから、３月から２

月までということですが、事業の成果はどう

やってはかっていくのか教えてください。

○田中工業支援課長 最初の新規創業・新事業

創出支援事業でいけば、経営革新にチャレンジ

をする企業が何社出たかとか、新たなものに挑

戦する企業が幾ら生み出せたかといったことも

効果として踏まえていきたいと思っておりま

す。それから食品産業県内市場開拓で言えば、

食品産業のマッチングの件数、あるいは県内

スーパーとの取引がどれくらい生み出せたか等

を含めて成果をしっかりはかっていきたいと

思っております。

○右松委員 これは成果報告をきちっとやって

いただきたいと思います。先ほど言った新規創

業、チャレンジが何社あって、幾ら生み出した

のか。先ほど言われたマッチングの件数にして

も取引の額にしても、しっかりと成果を出し

て、関係団体に強く言ってもらいたいです。そ

してできれば具体的な数値目標を団体から引き

出してもらって、これだけの数値を目標として

設定して、何とかそれに近づくように頑張ると

いうことで、それに沿った人選も措置してい

く。そこまでしっかりと関係団体に伝えてもら

いたいんですけど、どうでしょうか。

○田中工業支援課長 最初の新規創業・新事業

創出支援事業につきましては、平成23年度に、

事業概要にあります（２）の新事業チャレンジ

塾を実施した経緯がございます。過去やりまし

た事業では新たに15企業が新しい分野に挑戦を

する機運が出てきたということで、今回の事業

につきましてもしっかり成果を捉えていきたい

と思っております。

○右松委員 あくまでも財源のことをしっかり

押さえていただいて、成果を必ず出すようにお

伝えください。

それから２つ目ですが、中野委員のほうから

話のありました「オールみやざき営業チーム」

についてです。アピール課の答弁を聞いていま

すと、大丈夫かなと正直思います。商工観光労

働部長が答えられましたので、来年度では私は

遅いと思っていましたから、24年度の消費額あ

るいは効果をきちっと測定してもらいたいと

思っています。

それから、アピール課の話だと具体的な戦略

がいま一つ見えないんです。例えば、くまモン

の話を出されましたけれども、福岡空港とか県

外にもキャラクターグッズでアクセサリーとか

キーホルダーとか置いてますよね。具体的にど

ういうふうにして広げていかれるのか教えても

らいたいです。

○井手みやざきアピール課長 みやざき犬の

キャラクターにつきましては、今年度は県内を

中心に認知度を高める活動をしてきたところで

あります。プラスして、先ほどの部長の答弁に

ございましたように、フェイスブックを７月に

立ち上げて動いております。当然、県外でもイ

ベント等で出演をしております。その結果、実

は県外のファンもかなりついてきていまして、

先ほどフェイスブックの７割が県外と。ファン

レターも県外から来るようになりました。来年

度、この事業をもし認めていただければ、まず

九州を中心に県外に営業をかけていこうという

ことで、県外の企業にも「使っていただけませ

んか」というような営業もしますし、イベント

にさらに積極的に参加をするという形でおりま

す。県外のイベントにどのように絡んでいく
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か、なかなかきっかけが難しいところもござい

ますが、ゆるキャラが出演するイベントには今

年度もほとんど出ましたし、それ以外の県の主

催するイベントには当然全部出ていこうという

形でおります。まず足元を固めて、宮崎から九

州、そして県外事務所のある東京、大阪を基点

に活動していく予定でございます。

○右松委員 先ほどの答弁で県として３番目と

言われましたけれども、上位を教えてもらって

いいですか。

○井手みやざきアピール課長 １位は今治市の

ゆるキャラである「バリィさん」というキャラ

クター、２位が山口県の「ちょるる」という県

が推しているキャラクター、３位が群馬県が推

しています「ぐんまちゃん」という馬のキャラ

クターです。県がそのまま推しているとする

と、６位に島根県の観光キャラクター「しま

ねっこ」という頭に神社の社をかぶったキャラ

クターです。次が飛びまして23位、埼玉県の

「コバトン」というハトのキャラクターで

す。24位に長野県の観光キャラクターで「アル

クマ」、その次が宮崎県、27位でございます。

○右松委員 ということは、県としては３番目

になるんですか。

○井手みやざきアピール課長 済みません。訂

正させていただきます。６番目でございます。

○右松委員 会派で一般質問の総括があったと

きに、自画自賛が多いということでいろいろ問

題になったんです。もうちょっと上を目指して

いかないと、現状維持だとずるずる下がってい

きますので、意識をしっかりと変えていただき

たいのが１点。

最後にしますけど、事業概要で、公募して採

択業者に委託して実施ということですが、

（１）～（５）は結構広範囲にわたっています

よね。雇用して着ぐるみで広報活動する事業、

それからグッズ製作、販路拡大、広報活動、事

業が多岐にわたっているんですが、これは採択

業者に一括してこの事業を任せるような形なん

でしょうか。

○井手みやざきアピール課長 基本的に一括し

て任せる予定でございます。広告宣伝会社等の

一貫した業務として一くくりで受けていただけ

る業者がいらっしゃるのではないかと推測して

おります。

○右松委員 危惧するのは、多岐にわたります

から、各方面で相当しっかりとした考え方を

持っている人がトータルでいないと、県外で着

ぐるみのほうは一生懸命やったけれども、グッ

ズの製作が薄くなってしまったということにな

らないように、しっかりとした成果を出してい

ただきたいということを強くお願いして、終わ

ります。

○井手みやざきアピール課長 委員おっしゃる

とおりでございまして、実は今回７名というこ

とで、本年度分よりも若干ふやしております。

というのは、（４）、（５）という広報で営業

したりグッズの営業をサポートする人員をプラ

スさせていただいております。この辺の活動が

非常に重要だと私どもも思っておりますので、

充実させていきたいと思っております。

○緒嶋委員 緊急雇用創出事業臨時特例基金事

業実施に伴う補正額は、全国枠では800億あった

わけですか。

○平原地域雇用対策室長 国の経済対策の第二

弾がこの間発表されまして、その中で全国枠

で800億円を積み増すという話でございます。

○緒嶋委員 であれば、その800億を全国に配分

したということですね。

○平原地域雇用対策室長 これから配分をする
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ということでございます。

○緒嶋委員 これからというと、県の予算はそ

の中から来た予算じゃないわけですか。これか

らという意味がはっきりわからない。

○平原地域雇用対策室長 今回補正で御審議い

ただいておりますものについては、これまでに

積み立てた基金を活用している部分でございま

して、800億円については今後国から交付される

ということでございます。

○緒嶋委員 それであれば、県が今度予算を組

んだのは、国に、こういうことで予算を組みま

すから予算を下さいということじゃなくて、県

独自で予算を組んだということですか。

○平原地域雇用対策室長 今お話のとおり、基

金については、基金の枠として国から何十億と

いうことで来ますので、それを各県で事業を組

み立てましてこのような形で予算化していくと

いう手順をとっております。

○緒嶋委員 であれば、予算執行した成果とい

うかいろいろ出ましたが、それは国に、こうい

う事業でこういうことをやりました。結果こう

いう成果が出ましたという報告は出すわけです

か。

○平原地域雇用対策室長 まず計画段階で国の

ほうに出しまして、終了後に実績という形で出

しますが、もともと雇用自体を目的とする基金

でございますので、成果としては何人雇用した

かというようなことで報告をいたしておりま

す。

○緒嶋委員 いずれにしても、今後800億円が新

たに配分されるわけですね。それは今年度の次

の補正に組み込まれるわけですか。25年度の予

算に800億というのは影響を与えるというか、今

後はどういう展開になるわけですか。

○平原地域雇用対策室長 まだ具体的にいつ交

付をするというところまで国からおりてきてお

りませんが、予備費を使うということですの

で、できるだけ早く予算化をしろという話にな

ると思います。ただ、議会等の日程等考えます

と、２月補正で積み立てをいたしまして、でき

るだけ早い時期に事業化をしていくことになる

と思います。

○緒嶋委員 宮崎県の場合は、単純に考えれば

全国の１％が宮崎県の配分基準になるわけ

で、800億ということであれば８億ぐらいは配分

が来てもおかしくないわけです。そういう意味

では、宮崎県は雇用情勢は大変厳しいことを十

分考えながら、宮崎県は今まで、交付金が我々

が想定するよりも少なくしか配分されておらん

わけです。今度の議会でもあったが、執行部の

皆さん方が本気度を持って頑張らにゃ、毎年経

済発展せにゃいかんわけですけれども、今、宮

崎県は衰退に入っておるんじゃないかという懸

念を持っておるので、これは満額来るわけです

から、一番有利な財源になるわけです。800億を

幾ら持ってくるか、10何億来ればありがたいわ

けですが。新たな展開を考える上では、さらに

上積みをするような意欲で予算確保に頑張って

もらわないと、国からこれだけしか来ませんで

しただけじゃなくて、これだけ国から確保して

きましたというような前向きの努力が、県知事

以下職員の皆さん方の目に見えた前向きの姿勢

がなかなか我々に伝わってこんわけです。皆さ

んが、何回でも東京に行って頑張るんだという

姿勢の中で予算確保をやる。その中で有効活用

は当然でありますけれども、歳入がなければ執

行はできないわけですから、宮崎県は自主財源

が少なければ、こういう財源を確保することは

一番ありがたい財源ですので、歳入確保に全力

を集中してほしいと思うんですけど、その意気
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込み、本気度を伺いたいと思います。

○米原商工観光労働部長 緊急雇用創出基金に

つきましては、昨年来、宮崎県出身の方という

こともございまして、厚労省の職業安定局長に

４回お会いして、担当室長にもその都度お会い

して、基金の継続、あるいは同様な継続事業の

実施についてお願いをするとともに、こういっ

た形で全国枠で国として措置をするということ

がわかった段階で、少しでも多くということ

で、例えば口蹄疫の話、新燃岳の話、地域経済

の状況等もつぶさに御説明をさせていただいて

おります。ことしの７月だったと思いますが、

同じようなことで参りまして、そのときには緊

急雇用は厳しいかなというお話でしたが、「そ

ういうことがある場合には、宮崎県については

御配慮をよろしくお願いします」ということ

で、これまでもその都度申し上げてきたところ

でございます。

○緒嶋委員 部長以下全員がそういう思いで、

いろいろな機会を捉えながら頑張っていただく

のが、宮崎県の経済の浮揚のためにも―宮崎

県が口蹄疫そのほかの災害等含めて厳しい状況

にあればあるほど、県職員は県民のためにおる

わけですから、自分のためももちろんですが、

県民のためにいかに自分の能力を発揮するかが

公務員の使命であろうと思いますので、我々も

頑張らにゃいかんけど、皆さん方は我々以上に

頑張るという気持ちで予算確保にはぜひ努力し

ていただきたい。また、それを有効に活用する

ことはそれ以上に重要なことだと思いますの

で、いろいろ言われたアピール課の問題も、

「今効果は上がっていないけど、計算したらこ

れだけは効果が上がりました」、何を聞かれて

も答えられるような努力をしないと、「そうい

うのは今から考えます」というのでは前向き

じゃないわけです。「今はこれだけしか上がっ

ていないけど、将来はこれだけ上がるように努

力します」と言えば、皆さん納得するわけです

ので、聞かれて答え切らんようなことじゃだめ

だと思う。そこ辺も含めて、「今、どれだけ効

果が上がったかな」「効果はまだ微々たるもの

ですが、これだけ努力しておりますから上がり

ます」というような説得力のある説明をしてい

ただくことが絶対必要だと思います。皆さん方

が自分たちのアイデア、自分たちの能力で、そ

れぐらい努力すればできんはずはないと思いま

すので、頑張ってほしいということを強く要請

しておきます。

○図師委員 細かなところですが、地域新産

業・雇用創出についてお伺いします。対象団体

の最後に「協議会」と書いてあるんですが、こ

の理解は、商工会、農協などの加工品を開発す

る部会、女性部会などの団体が対象となること

もあるんですか。

○中田商工政策課長 経済団体を中心に何社か

民間企業が入ってもよろしいし、ＮＰＯ法人が

入ってもよろしいんですけれども、協議会をつ

くっていただけば対象団体になります。単体の

経済団体、農協とか商工会、観光協会が単独で

やりますというのは、もちろん対象団体になり

ます。

○図師委員 同様事業の実績の中で都農のふぐ

丼なんか取り上げていただいたと思うんです。

地元の話で申しわけないんですが、児湯だけで

もトマト鍋の加工があったり、ロールキャベ

ツ、こんにゃくそば、シイラのすり身を使った

浜うどん、いろんな加工部会が頑張ってもらっ

ているところです。ただ、それが商工会とか農

協に丸かぶりの団体ではなくて、そこに加盟し

ている有志でつくられている食品の開発グルー
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プだと思うんです。そういう方々へこういう事

業は届かないものですか。

○中田商工政策課長 今、委員がおっしゃった

ふぐ丼あたりもこの事業で以前やっておりま

す。経済団体と一緒に協議会をつくっていただ

いて、特に児湯地区は東児湯で協議会をつくっ

ていただいて、ロールキャベツ丼、新富そばな

ども前の中山間の事業でやった事業でございま

す。協議会のメンバーに入っていただいて、地

域の資源を使って新事業、サービスを起こして

いただく取り組みであればこの事業の対象にな

ります。要するに地域全体が盛り上がって取り

組んでいただくという趣旨もございますので、

経済団体を中心にそういう協議会をつくってい

ただければ大丈夫だと考えております。

○図師委員 都農の例なんかを参考にさせても

らいながら、地域のほうにまた働きかけていき

たいと思います。ありがとうございます。

○山下委員長 なければ、次に、その他報告事

項に関する説明を求めます。

○平原地域雇用対策室長 本県の雇用情勢につ

いて御説明いたします。

委員会資料の12ページをごらんください。ま

ず、１の（１）有効求人倍率の推移でございま

すが、直近の10月については先週の金曜日に公

表されました、全国が0.80倍、本県は0.70倍と

いうことで、いずれも前年同期を上回っており

ますが、前月との比較では、表にありますとお

り、この９月に、全国が３年２カ月ぶり、本県

が２年７カ月ぶりに0.02ポイント低下いたしま

した。10月につきましては、全国は引き続

き0.01ポイント低下いたしましたが、本県は横

ばいとなっております。

次に、（２）の県内の地域別有効求人倍率で

すが、表のとおり、高いほうが都城の0.91倍、

低いほうが高鍋の0.54倍となっております。前

年同期との比較では、日南が同率で、他の地域

は上回っている状況でございます。

また、（３）の九州各県の状況でございます

が、高いほうでは大分県が0.75倍、低いほうで

は沖縄県が0.41倍となっておりまして、表のと

おり全県で前年同期を上回っております。九州

の平均で申しますと0.66倍となっておりまし

て、本県は、九州では福岡と並んで３番目、全

国では31番目となっております。

次に、２の完全失業率の推移についてでござ

います。総務省の労働力調査によりますと、全

国の完全失業率は、ごらんのとおりことしは４

％台で推移しており、直近の10月が4.2％という

ことで、前月、９月と同率でありまして、前年

同期よりは0.2ポイント改善いたしております。

都道府県別の完全失業率については四半期ごと

のモデル推計値が公表されておりますが、本県

は直近の７月から９月の平均で5.1％となってお

ります。

最後に、３の来年３月の新規学校卒業予定者

の就職内定状況（10月末現在）についてでござ

います。まず、上のほうの高等学校でございま

すが、一番右の欄のとおり66.2％ということ

で、前年と同率、前々年比では4.6ポイント上

回っております。また、その下の欄の大学につ

きましては45.4％ということで、前年より7.7ポ

イント、前々年比でも6.7ポイント上回っており

ます。

以上のとおり、これまで全般的に雇用の指標

は回復傾向で来ておったわけですが、有効求人

倍率等一部陰りが見られるものも出てきており

ますので、今後ともその動向を注意深く見守り

ながら、労働局や教育委員会と連携して新卒者

を含めた求職者の就職支援に取り組んでまいり
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たいと考えております。以上でございます。

○向畑観光推進課長 それでは、資料の13ペー

ジをお開きください。えびの高原スポーツレク

リエーション施設について御報告いたします。

１の修繕工事等についてでありますが、ま

ず、実施設計につきましては見越設計有限会社

に委託したところでありまして、委託期間は24

年９月28日から10月12日まで、契約額は29

万4,000円であります。

次に、工事施工でありますが、株式会社鎌田

建築に発注したところでありまして、施工期間

は10月23日から12月６日までとなっておりまし

て、契約額は305万4,000円であります。

なお、工事につきましては先週末で終わりま

して、本日、完了検査を行うこととしておりま

す。今後、アイススケート場の営業開始に向け

て整氷作業を行い、12月14日にオープンする予

定となっております。

お手元に、委員会資料とは別に現場の写真を

お配りしておりますので、ごらんいただきたい

と思います。写真にございますように、右のほ

うに「№１、№２」と書いてございますが、今

回の修繕の施工箇所である北側フェンス全体の

修繕状況でございます。下の№３につきまして

はその基礎の部分でございまして、当初ありま

した支柱を外してＨ鋼で支えるようにしており

ます。そのほかリンク内から漏れた水を排出す

るための溝を設けております。

裏のページをごらんください。一番上の写真

はＨ鋼設置箇所の状況でございます。ここまで

が私どものほうでいたしました工事でございま

して、次の真ん中と下の写真は北側フェンス以

外の土台の破損箇所についての修繕でございま

して、指定管理者において行ったものでござい

ます。

次に、資料に戻りまして、２の抜本的対策検

討に係る調査についてでございます。今回のリ

ンクフェンスの破損原因といたしまして、地中

が凍る現象やリンクの氷結による圧力などが考

えられますことから、コンクリート工学が御専

門の宮崎大学名誉教授であります中澤先生にも

相談いたしまして、またパティネレジャー社に

も御意見等をいただきまして、スケート場敷地

がどれぐらいの深さから凍るのか、それによる

地中の圧力の状況、その結果どのくらいリンク

が持ち上がるのか等につきまして、また、リン

ク内の氷結―氷をつくることにより支柱にど

のような圧力がかかるのかなどを測定すること

といたしております。これらの調査結果を踏ま

え、今後の対策について検討してまいりたいと

考えております。

観光推進課からの説明は以上でございます。

○山下委員長 執行部の説明が終了いたしまし

た。

その他報告事項についての質疑を承ります。

○中野委員 えびの高原スポーツレクリエー

ション施設についてですが、県がやった以外で

の工事ということで№５、№６の説明がありま

したが、指定管理者が行った工事費は幾らだっ

たんでしょうか。

○向畑観光推進課長 正確にはつかんでおりま

せんけれども、30数万円だったと伺っていると

ころでございます。

○中野委員 30数万円は把握されて、正確には

わからんわけですか。

○向畑観光推進課長 私どもの工事は全部終

わったんですけれども、こちらの工事が塗装と

かが残っておりますものですから、それで少し

時間がかかっていると思います。

○中野委員 後日教えてください。
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○向畑観光推進課長 了解いたしました。

○中野委員 有効求人倍率のことでお聞きした

いと思います。前も１回聞いたと記憶している

んですが、県内の地域別の求人倍率、以前か

ら、日向・延岡地区がいつも低くて、なぜか諸

県地方が高いんです。これの分析を前もお願い

して、明快な回答がなかったようですけれど

も、その後を含めて、なぜ西諸地域が一番高い

のか、県北が一番低いのか、分析されておられ

ませんか。

○平原地域雇用対策室長 具体的にこれだから

こうというのが難しいのですが、産業別の求人

を見てみますと、小林は医療福祉系の求人、そ

れから製造業、中でも電子部品製造の求人が多

く出ております。ただ、求人全体の伸びを昨年

度とことしの10月末ぐらいで比べますと、伸び

率が4.9％ということで、県全体から見ると小林

地区は低い水準になっております。それから小

林は、ことし求職者が県内で唯一増加しており

ます。求人がある程度出ますと求職者も出ると

いう傾向かと思います。それからほかのところ

との違いで言うと、求職者に対する就職した数

が15.5％ということで、ほかの地区より４～５

％就職率が高いという傾向が見られておりま

す。就職率が高いと、当然次の月に残っていく

求職者が減ってまいりますので、そういう影響

が続いて、よい状況が続いているということで

はないかと思っております。

○中野委員 分析をすればそういうことだった

のかどうかわかりませんが、現実は、西諸地域

で我々が相談を受けるのは、息子の、あるいは

家族の働く場を見つけてくれ、ないかというこ

とばかりなんです。新規卒業生も含めて、結局

よそに出ていくんです。大学生もなかなか帰っ

てこれない。それが現実なんです。えびのの副

市長をされた方も課長におられますが、厳しい

雇用状況なんです。なのにこういう数字なんで

す。根本的におかしいというか現実に合わない

何かがあるという気がしてならんとです。農家

の子弟ということで隠れているのかどうかわか

りませんが、県北の日向あるいは延岡は工業、

諸県地域からすると農業がないですよね。そこ

あたりを調査して、現実は厳しいですから、働

く場も少ないしですよ。県北に行けば工業地帯

で、他県に行ったような気がしてならんとで

す。唯一ああいう感じを受けるのが県北、日向

から延岡あたりまでです。それでもいろんなこ

とで人口は減っておりますけれども。ああいう

働く場があるような感じは、私が行き帰りする

諸県地方では見受けられません。働く場がない

んです。６月議会でも分析してほしいと言った

記憶があるんです。だから今回も言うんだけれ

ども、そのあたりを根本的に―これはハロー

ワークの数字をただここにぱっと紹介されただ

けのことだから、雇用の実態を把握して、その

こととこういう施策との差違なども含めた分析

を次の２月議会には必ず報告してください。お

願いしておきます。

○平原地域雇用対策室長 産業地帯ということ

で県北ですが、今、新規求人を見てみますと、

製造業の求人より医療福祉系の求人のほうが相

当多くなっておりまして、ずっと伸びてきてお

ります。これは少子高齢化の中でそういう施設

もできてふえてきているものと思います。た

だ、この求人については専門的な求人が当然多

うございまして、事務職の求人等を見てみます

と求人倍率はどこも0.2倍程度になっていると思

いますので、どの地区もそういう意味では厳し

い状況にあろうかと思います。

○中野委員 では、なぜ高齢者率が日向、延岡
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よりも西諸あたりは高いんですか。

それから誘致企業も、県中がほとんどだけ

ど、我々がなってから、秘密で公表してくれる

なというのがえびのには１件あっただけで、誘

致企業が決まりましたという報告は西諸はほと

んどないです。私の机の上と自宅に、なぜか２

通も持ってくるけど、私の家に来たからえびの

のことかなと思ったら、違いますがね。実態と

のギャップがあり過ぎるんです。今すぐという

わけにはいかんけれども、根本的に雇用という

面で分析して、こういう数字はおかしいという

ことも含めて教えてください。

○平原地域雇用対策室長 今説明しました求人

の動き等も含めまして、労働局とも毎月連絡会

議をやっておりますので、その辺も含めてでき

るだけの分析はしてみたいと思います。

○押川委員 今のに関係しますけれども、高鍋

がやはり低いんです。中野委員からありました

けれども、私もそのように考えておりました。

企業誘致関係でも、おっしゃるとおり我々の自

宅にどこどこが誘致企業が決まりましたと来

る、西都児湯はほとんど見ないんです。今言わ

れるようにばらつきがあるんじゃないかという

気がしてならんとです。いつ見ても高鍋管内は

低いわけでありまして、県内においても都城、

西諸あたりに比べると0.4ぐらい低いわけであり

ますから、抜本的に何か対策を打ってもらわな

いと、我々もいろんな職の相談を受ける中で本

当に困っている状況でありまして、何でこんげ

低いのかということに対してどのような分析を

されているか、わかれば教えてください。

○黒木企業立地課長 まず、地区ごとの立地状

況でございますけれども、平成19～23年度の５

カ年で申し上げますと、県北地区が約２割、県

央地区、県西地区が約３割、西都児湯、県南地

区がおおむね１割という状況にございます。今

年度につきましては西都児湯地区、非常に頑

張っておられまして、６件ぐらいいっているん

じゃないかと思っております。

企業立地の立場から申し上げますと、県内各

地にバランスよく立地していただきたいと思っ

ておりますし、私どもが県外でＰＲするときは

県内を幅広くＰＲさせていただいております。

ただ、現実問題として、企業のほうから、これ

ぐらいの広さで、これぐらいの金額でといろん

な要求、提案がございますので、我々としては

それに応えざるを得ない。当然他県との競争も

ございます。結果として、今申し上げたような

割合になっているということでございます。

○山下委員長 逆に、撤退したところとか倒産

したところの把握はされていないんですか。

○黒木企業立地課長 フォローアップというこ

とで、立地いただいた企業を訪問しておりま

す。平成14～23年度の10年間に立地企業として

認定した企業が237件ございます。そのうち閉鎖

をしたのが20件でございまして、１割弱の企業

が閉鎖をされているということでございます。

私どもとしてはなるだけ地元にずっといていた

だきたいと思っておりますし、そういうお願い

をしているところでございますけれども、昨今

の経済情勢、親会社あるいは取引先の意向で閉

鎖あるいは規模を縮小される企業がいらっしゃ

るのも事実でございます。

○押川委員 今ありましたとおり、企業誘致の

条件がある程度前もってわかれば対応は十分で

きると思うんです。ただ、見込みがないところ

に企業誘致というのは難しいところもあるかも

しれませんから、市町村において、こういった

企業が来そうだとか前もって情報として入るの

であれば、そういう情報を流していただいて企
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業誘致ができるようにお願いをしておきたいと

思います。西都児湯、少しずつ伸びておるとい

うことでありますけれども、ほかの地域に比べ

るとまだまだ雇用数も少ないし、小さい規模の

誘致になっておるんじゃないかと思いますの

で、できるだけ中から大のものが来るようにお

願いを申し上げておきたいと思います。

○中野委員 数字が大きければ本当かと言われ

るし、少なければなぜいつも少ないかと言われ

るし、あなた方も戸惑いがあるかもしれません

が、きょうの１号議案は緊急雇用ですから、ハ

ローワークが出した数字に惑わされないで、本

物の雇用のことを宮崎県としてぴしゃっと把握

して、これからの雇用はどうあるべきか、誘致

はどうあるべきか真剣に取り組んでほしい。真

剣は真剣なんだけれども、もっと現実を見定め

て取り組んでほしいということです。答弁は要

りませんが、よろしくお願いしておきます。

○右松委員 私も厳しいことを言うようで申し

わけないと思っていますが、おかしいと思うの

は、12ページの雇用情勢の完全失業率ですけれ

ども、全国平均よりも高くなっています。四半

期ごとの数字で5.2、5.1というのは深刻な数字

だと受けとめております。全国の数字がよく

なっているのに対して本県は悪くなっているわ

けです。こういった数字が目立つところは丁寧

に説明をしないと説明になっていないと思いま

すけど、この要因と分析を教えてください。

○平原地域雇用対策室長 四半期ごとの平均の

モデルについては国の労働力調査で出てきた数

字ですが、国に聞きますと、労働力調査の各県

の部分については、もともと各県のデータが推

計できるような統計上の設計がされていないの

で上下することが激しい状況でございまして、

必ずこういう数字にはなりません。ただ、有効

求人倍率で見てもらいますと、全国が0.80倍で

本県が0.70倍ということで、その分だけ職を求

めていらっしゃる方が多いわけでございますか

ら、失業率についてもその分上がってくるもの

と考えております。

○右松委員 今の説明はどうかなと思います。

有効求人倍率が多少上昇しているにもかかわら

ず失業率が上がっているということは、マッチ

ングがうまくいっていないということですよ

ね。なぜこういう失業率になっているのか。県

民の側からすると、雇用関係とか失業率は物す

ごく考えていかないといけない重要な問題なん

です。もうちょっと分析が必要だと思いますけ

れども、その辺教えてください。

○平原地域雇用対策室長 その点も含めて検討

させていただきたいと思います。

○右松委員 それから、宮崎県を預かる職員も

そうですけど、意識を強く持つためには、個人

的には、表示は宮崎県を上にしてもらって、下

を全国にしてもらって、より宮崎を意識してい

くような表示の仕方のほうがいいと思うんです

けど、表示方法に決まりはあるんでしょうか。

○平原地域雇用対策室長 特にございません。

従前からの報告のやり方でさせていただいたと

ころでございます。

○右松委員 まず本県がどうなのかを考えてい

くわけですから、本県を上にして全国は下がい

いと思います。

○平原地域雇用対策室長 次回からそのように

させていただきたいと思います。

○山下委員長 よろしいですか。なければ、商

工観光労働部の審査を終了いたします。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時52分休憩
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午後１時３分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

県土整備部でございます。本委員会に付託さ

れました議案等についての説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

○濱田県土整備部長 商工建設常任委員会の皆

様方には、かねてから県土整備行政の推進につ

きまして格段の御指導、御協力をいただいてお

りまして、厚くお礼を申し上げます。

今回の委員会で御審議いただきます当部所管

の議案等につきまして、その概要を御説明いた

します。失礼して座らせていただきます。

お手元にお配りしております常任委員会資料

をごらんいただきたいと存じます。表紙をめ

くっていただきますと目次がございます。１の

議案、それから右のページに報告事項及びその

他の報告事項を担当課ごとに記載しておりま

す。

まず、１の議案につきましては、一般会計及

び港湾整備事業特別会計補正予算のほか、工事

請負契約の締結、地域主権改革一括法等の施行

に伴います条例の制定等、また、来年５月に予

定しております小倉ヶ浜有料道路の無料化に伴

います宮崎県道路公社定款の変更や、公の施設

でございます県営住宅の指定管理者の指定につ

いてであります。

次に、報告事項につきましては、道路の管理

瑕疵等に係る損害賠償額を定めたことについ

て、及び県営住宅の管理上必要な訴えの提起、

和解及び調停についてであります。

最後に、その他の報告事項でございます。ま

ず、項目としては上がっておりませんが、先般

発生をいたしましたトンネルの天井板落下事故

を受けた県内のトンネル緊急点検についてと緊

急輸送道路の見直しについてであります。

以上が当委員会で御審議いただきます議案等

でございますが、詳細につきましてはそれぞれ

担当課長から説明をさせますので、よろしくお

願いいたします。

私からは以上でございます。

○江藤管理課長 管理課でございます。県土整

備部の11月補正予算の概要について御説明いた

します。

委員会資料の１ページをお開きください。こ

の表は、一般会計繰越明許費の補正の状況につ

いて集計したものであります。まず、１の追加

は、今議会で新たに繰越承認をお願いするもの

でありまして、10の事業で10億8,078万6,000円

であります。

その下の２の変更については、９月議会で承

認を受けました14の事業のうち、太線枠内の12

の事業において増額をお願いするものでありま

して、増額申請額は、表の右端Ｅの欄の46

億3,118万6,000円であります。

下の参考の太線枠内をごらんください。今議

会で追加、増額している繰越申請額の計は57

億1,197万2,000円であります。なお、９月議会

で承認を受けました繰越事業との計は、右隣に

記載のとおり、24事業で107億4,647万2,000円と

なります。

右の２ページには、今回新たに追加します10

事業、また３ページには、変更で増額します12

事業について記載しております。いずれの事業

も工法の検討や用地交渉、関係機関との調整に

日時を要したことなどにより繰り越しをお願い

するものであります。

次に、４ページをごらんください。一般会計

の債務負担行為の追加であります。今回お願い
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しておりますのは、建築住宅課の県営住宅管理

費のうち、県営沖の下Ｂ団地ほか26団地の管理

運営委託で、期間は平成24年度から27年度ま

で、限度額は１億7,010万円であります。

次に、５ページをお開きください。港湾整備

事業特別会計の繰越明許費であります。これは

細島港整備事業で２億4,500万円をお願いしてお

ります。繰り越しの理由は、関連工事のおくれ

によるものであります。

県土整備部の11月補正予算の概要につきまし

ては以上であります。

○谷口道路建設課長 道路建設課であります。

委員会資料の６ページをお開きください。ま

ず初めに、議案第18号「県道の構造の技術的基

準を定める条例について」御説明いたします。

まず初めに、１の制定の理由についてであり

ますが、地域主権一括法の施行に伴いまして道

路法が改正され、これまで国において定められ

ていた道路の構造基準について、道路管理者で

ある地方自治体がそれぞれ条例で定めることと

なりました。これによりまして今回、条例に委

任された県道の構造基準につきまして、国の基

準を参酌し新たに条例を制定するものでありま

す。

２の制定の内容でございますが、県道を新設

し、または改築する場合における、道路の幅

員、線形、勾配など道路の構造の一般的・技術

的基準につきまして、ほぼ国の基準を基本とし

たものとしております。

なお、本県独自の基準といたしましては、歩

道等を設置しない道路におきまして路肩の幅員

の基準を規定したところであります。具体的に

は、その下の独自基準の内容に記載のとおり、

歩道、自転車道または自転車歩行車道を設けな

い道路のうち、歩行者または自転車の通行空間

を確保する必要がある場合には、地形の状況そ

の他やむを得ない場合を除きまして、車道の左

側に設けます路肩の幅員を0.75メートルか

ら1.25メートルに広げることを規定しておりま

す。

３の施行期日でありますが、平成25年４月１

日から施行することとしております。

委員会資料の７ページをお開きください。次

に、議案第19号「移動等円滑化のために必要な

県道の構造に関する基準を定める条例につい

て」であります。

まず初めに、１の制定の理由についてであり

ますが、先ほど御説明いたしました県道の構造

の技術的基準を定める条例と同様に、地域主権

一括法の施行に伴いまして「高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律」が改正

され、これまで国において定められていた特定

道路の構造基準について、道路管理者である地

方自治体がそれぞれ条例で定めることになりま

した。これにより今回、県道における特定道路

の構造基準につきまして、国の基準を参酌し新

たに条例を制定するものであります。

なお、特定道路とは、下の米印に記載のとお

り、多くの高齢者や障がい者等の移動が通常徒

歩で行われておりまして、高齢者、障がい者等

の移動等円滑化のために必要な道路として国土

交通大臣が指定した道路であります。現時点で

は、県内で重点整備地区となっております宮崎

駅及び南宮崎駅周辺の一部の県道が指定されて

おります。

２の制定の内容でございますが、高齢者、障

がい者等の利便性や安全性の向上を図るため

に、特定道路の新設または改築を行う場合に、

歩道等の幅員や勾配、立体横断施設の通路や傾

斜路などに関する基準につきまして、ほぼ国の
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基準を基本としたものとしております。

なお、本県独自の基準といたしましては、

「人にやさしい福祉のまちづくり条例」との整

合を図りまして、横断歩道に接続する歩道等の

すりつけ勾配や排水施設等の設置に関する基準

を規定したところでございます。具体的には、

その下の独自基準の内容に記載のとおりで、ま

ず、（１）の横断歩道に接続する歩道につきま

して切り下げ勾配を５％以下とすることや、信

号待ちの車椅子使用者が円滑に転回または停止

できるために必要な水平区間を設けることとし

ております。また、（２）の排水施設等につき

ましては、つえや車椅子の車輪等が落ち込まな

い構造とすることや、横断歩道における歩道と

車道が接する切り下げ部分については、高齢者

がふたの上で滑る危険性があることから、排水

ますをこの部分には設置しないよう努めること

を規定しております。

３の施行期日でございますが、平成25年４月

１日から施行することとしております。

続きまして、委員会資料８ページをお開きく

ださい。次に、議案第26号「工事請負契約の締

結について」御説明をいたします。

主要地方道宮崎西環状線社会資本整備総合交

付金事業（松橋工区）、仮称跡江高架橋上部工

工事の請負契約の締結についてであります。下

に位置図を示しておりますが、宮崎西環状線松

橋工区は、宮崎都市圏の外環状線として、市中

心部の交通渋滞の緩和や空港、高速インターな

どへのアクセスの向上を目的として整備に取り

組んでおり、平成26年度中の完成供用を目指し

ているところであります。跡江高架橋につきま

しては、主要地方道の南俣宮崎線をまたぐ高架

橋で、さきの常任委員会において御視察をいた

だいた箇所でもあります。

９ページをごらんください。跡江高架橋の平

面図、側面図、横断図を載せております。中ほ

どの側面図をごらんください。平成23年度から

工事に着手しております。これまでに、一番左

側のＡ１橋台を除く下部工５基が完成しており

ます。Ａ１橋台につきましても12月中に発注す

る予定としております。

８ページにお戻りください。１に跡江高架橋

の概要を、２に議案対象工事の概要を記載して

おります。橋長が210メーター、幅員が15メー

ター、鋼メタルの５径間連続非合成板桁の上部

工工事であります。

３の工事請負契約の概要をごらんください。

契約金額が６億2,160万円、契約の相手方が清本

鉄工株式会社、工期といたしましては平成26

年12月25日までとしております。

委員会資料の10ページをお開きください。議

案第29号「宮崎県道路公社の道路の整備に関す

る基本計画の変更に係る定款の変更について」

であります。

まず、県議会の議決を求める理由につきまし

ては、１に記載しておりますが、宮崎県道路公

社の道路の整備に関する基本計画の変更に係る

定款変更の認可の申請をすることについて、地

方道路公社法第５条第６項の規定によりまして

県議会の議決を求めるものであります。

２の変更の理由でありますが、平成25年５月

９日で料金徴収期間満了を迎えます県道日知屋

財光寺線、有料道路名「小倉ヶ浜有料道路」の

無料化に伴う基本計画の変更の申請手続を行う

ものであります。

３の変更の内容でございますが、このページ

の表にありますとおり、道路公社定款第15条に

記載しておりました路線名「県道日知屋財光寺

線」を削除するものであります。
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なお、４の今後の手続といたしましては、今

県議会で議決をいただいた後、宮崎県道路公社

と設立団体でございます宮崎県と共同で、国土

交通大臣に変更認可の申請を行うことになりま

す。

道路建設課は以上であります。

○永田道路保全課長 道路保全課であります。

委員会資料の11ページをお開きください。議

案第20号「県道の道路標識の寸法を定める条例

について」御説明いたします。

初めに、１の制定の理由についてであります

が、地域主権一括法の施行に伴い道路法が改正

され、これまで国が全て定めていた道路標識の

寸法基準について、県道や市町村道に設置する

ものについては、道路管理者である地方自治体

がそれぞれの条例で定めることとなりました。

このため今回、県道の道路標識の寸法の基準に

つきまして、国の基準を参酌し新たに条例を制

定するものであります。

次に、２の制定の内容でありますが、県道の

道路標識の寸法の基準については、視認性や判

読性を確保する上で一定の様式化を図る必要が

あることから、国の基準である「道路標識、区

画線及び道路標示に関する命令」の寸法の基準

に準拠することとしております。

３の施行期日につきましては、平成25年４月

１日から施行することとしております。

説明は以上であります。

○大谷都市計画課長 都市計画課であります。

委員会資料の12ページをお開きください。議

案第21号「都市公園、公園施設及び特定公園施

設等の設置の基準を定める条例について」御説

明をいたします。

１の制定の理由についてでありますが、これ

につきましても地域主権一括法の施行に伴うも

のであり、都市公園法及び「高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律」が一部

改正され、都市公園や公園施設の設置基準及び

公園施設のうち園路や広場、トイレなど、特に

障がい者等への配慮が必要な特定公園施設の設

置基準が条例に委任されたことから、新たに条

例を制定するものであります。

２の制定の内容でありますが、都市公園の配

置や規模に関する基準、及び都市公園内に設置

します公園施設の建築面積が敷地面積に占める

割合、いわゆる建蔽率の基準につきましては、

国の基準を基本として制定するものでありま

す。また、高齢者や障がい者等の移動や施設の

利用に配慮した特定公園施設等の設置基準につ

きましては、国の基準を基本としつつ、人にや

さしい福祉のまちづくり条例との整合を図り、

本県独自の基準を盛り込んで制定するものであ

ります。

本県独自の基準といたしましては、（１）の

通路と他の公園施設の間に縁石が設置してある

場合に、縁石を切り下げて設ける出入り口は120

センチメートル以上の幅と５％以下のすりつけ

勾配とすることや、（２）の階段の高低差が250

センチメートル（2.5メートル）を超える場合に

は踊り場を設けること、（３）の車椅子使用者

に配慮して、園路の出入り口からできるだけ近

い位置に駐車施設を設けることなど、10項目を

定めたところであります。

３の施行期日でありますが、平成25年４月１

日から施行することとしております。

説明は以上であります。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課でございま

す。

委員会資料の13ページをお開きください。議

案第３号「使用料及び手数料徴収条例の一部を
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改正する条例について」であります。

１の改正の理由は、ことしの９月５日に制定

公布されました「都市の低炭素化の促進に関す

る法律」に基づきまして、低炭素建築物新築等

計画認定申請手数料を定めるなど所要の改正を

行うものであります。

２の改正の主な内容でありますが、（１）の

低炭素建築物新築等計画認定申請手数料は、ま

ず、省エネルギー性能等の技術審査の適合証が

ある場合、住宅につきましては戸数に応じて、

１戸の場合の6,000円から300戸を超える場合

の18万1,000円までとなっており、非住宅につき

ましては面積に応じて、300平方メートル以下の

場合の１万1,000円から２万5,000平方メートル

を超える場合の21万1,000円までとなっておりま

す。次に、省エネルギー性能等の技術審査の適

合証がない場合には、住宅につきましては３

万8,000円から61万7,000円まで、非住宅につき

ましては11万7,000円から52万8,000円までと

なっており、非住宅部分の外皮性能評価に係る

加算額が面積に応じて13万8,000円から42万円ま

でとなっております。

（２）の低炭素建築物新築等計画変更認定申

請手数料は、（１）の申請手数料と枠組みは同

じで、金額を２分の１にしたものとなっており

ます。なお、これらの手数料の額は、国が示し

ております登録業務にかかる所要時間を参考に

所要の事務費を加算して算定しております。

３の施行期日は、公布の日から施行すること

としております。

次に、委員会資料の14ページをごらんくださ

い。議案第22号「宮崎県営住宅の整備基準に関

する条例について」であります。

１の制定の理由でありますが、地域主権一括

法による公営住宅法の一部改正に伴い、公営住

宅及び共同施設の整備基準が条例に委任されま

したことから、新たに条例を制定するものであ

ります。

２の制定の内容でありますが、一般県営住

宅、共同施設及び改良県営住宅、地区施設の整

備基準につきましては、敷地、住棟、住戸の基

準などの各種の基準を規定している国の参酌基

準を基本として、これに本県独自の基準を盛り

込んで制定することとしております。

独自の基準の内容でありますが、（１）につ

きましては、地震・津波等の大規模災害に対し

て入居者等の安全確保に努める旨を規定してお

ります。（２）につきましては、現在、県を挙

げて取り組んでおります県産木材の利用促進に

ついて、県産木材の活用に努める旨を明確に規

定したものであります。

３の施行期日でありますが、平成25年４月１

日からとしております。

次に、委員会資料の15ページをお開きくださ

い。議案第23号「宮崎県営住宅の設置及び管理

に関する条例の一部を改正する条例について」

であります。

１の改正の理由でありますが、地域主権一括

法による公営住宅法の一部改正に伴い、入居者

資格の条件である入居収入基準が条例に委任を

されましたことから、所要の改正を行うもので

あります。

２の改正の内容でありますが、入居収入基準

について、国の参酌基準及び上限額を踏まえ、

現行の基準をそのまま規定することとしており

ます。（１）にありますように、一般県営住宅

の収入基準につきましては、本来階層について

は現行の15万8,000円を、裁量階層につきまして

も21万4,000円をそれぞれ規定しております。ま

た、裁量階層の範囲につきましては、別途規則
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で定める旨を規定しております。（２）にあり

ますように、改良県営住宅の収入基準につきま

しても、本来階層につきましては現行の11

万4,000円を、裁量階層につきましても13

万9,000円をそれぞれ規定しております。また、

裁量階層の範囲につきましても、一般県営住宅

と同様に規則で定める旨を規定しております。

３の施行期日でありますが、平成25年４月１

日からとしております。

最後になりますが、委員会資料の16ページを

ごらんください。議案第30号「公の施設の指定

管理者の指定について」であります。

宮崎県営住宅の設置及び管理に関する条例

第75条第３項の規定により、日向・延岡土木事

務所及び西臼杵支庁の27団地、2,206戸の指定管

理者を指定することについて、地方自治法第244

条の２第６項の規定により県議会の議決を求め

るものであります。

１の指定管理候補者でありますが、延岡日向

宅建協同組合となっております。

２の指定期間でありますが、今後の公営住宅

を取り巻く制度改正や公営住宅の管理運営など

の動向等を考慮しまして、平成25年４月１日か

ら３年間を予定しております。

３の指定管理者候補者の選定でありますが、

（１）の公募の状況につきましては、応募者は

１団体となっております。なお、説明会には２

団体の参加があったところであります。（２）

の指定管理候補者の選定につきましては、記載

のとおりであります。（３）の審査結果であり

ますが、採点は698点でありました。（４）の選

定理由でありますが、最低基準点であります600

点を超える得点を得たこと。実績や事業計画の

内容等から、効率的かつ効果的に事業を確実に

実施する管理能力を有していると認められるこ

と。広域化に対する組織体制の整備がなされて

いることと判断されたものであります。

最後に、４の指定管理料についてであります

が、年間で5,670万円、指定管理期間の３年間で

１億7,010万円となっております。指定管理料３

年分につきましては、11月補正予算で債務負担

行為を計上しております。なお、今回の指定に

より、平成25年度からは県内全ての県営住宅に

おいて指定管理者による管理となる予定であり

ます。

建築住宅課は以上であります。

○山下委員長 議案についての執行部の説明が

終了いたしました。

委員の皆さん方の意見を賜りたいと思いま

す。

○中野委員 議案第19号について１点だけお尋

ねします。特定道路は、今まで国土交通大臣が

指定されて県内に２カ所あるわけですが、今後

は特定道路の指定は県でできるんですか、その

まま国土交通大臣なんですか。

○谷口道路建設課長 基本的に重点整備地区の

中の道路になります。重点整備地区は市町村が

定めることになりますので、市町村がそういっ

た地区を定めて、その中の道路ということで特

定道路になります。ただ、指定権者はあくまで

国土交通大臣であります。従前は重点整備地区

の指定条件として、駅の乗降客数が5,000人以上

とか非常に厳しい規制がありましたが、現在は

それがなくなっておりますので、先ほど説明し

ましたように高齢者等に配慮すべき地区という

ことで市町村が指定することも可能でございま

すので、今後は特定道路に該当する道路もふえ

てくるのではないかと考えております。以上で

ございます。

○中野委員 市町村が申請すれば国土大臣が今
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後は指定していくということで、5,000人以上の

乗降客数の枠はなくなったと。言うなれば、１

日5,000人の乗降客数がないえびのの各駅も該当

するということですね。

○谷口道路建設課長 全てというわけではなく

て、先ほども言いましたけど、公共施設等が重

点的にある地区の道路を多くの高齢者や障がい

者の方が利用されるという条件のもとであれ

ば、そういう指定が可能であるということでご

ざいます。

○中野委員 京町駅は旅館等が集中しているん

ですが、ああいうのは公共の施設とはみなさな

いんですか。

○谷口道路建設課長 先ほど申しましたよう

に、正確には官公庁の施設あるいは福祉施設を

含むということになっておりますので、旅館と

いうのはダイレクトには該当しないと考えてお

ります。

○緒嶋委員 繰越明許、今度承認された24

件、107億4,647万2,000円、これは現在のところ

発注されたものはどの程度あるわけですか。

○江藤管理課長 繰越明許を今回お願いしてお

りますけれども、通常、標準工期でとった場合

に翌年度に工期がまたがる工事については、議

会に繰越承認をお願いして、その議決を得た後

発注にかかるというのが基本的な流れでござい

まして、今時点で工期が明らかに翌年度にまた

がるものについて、今回お願いをしているとい

うことであります。

○緒嶋委員 今までに繰越明許にしたのはない

わけですか。

○江藤管理課長 委員会資料の１ページに記載

しておりますけれども、２の変更のところ、９

月議会において14の事業について50億余りの承

認を先にいただいております。今回新たに追加

する部分と、既に９月議会で承認をいただいて

いる中で額の変更をいたすものということでお

願いしております。

○緒嶋委員 ９月議会で承認した14は、まだ発

注はしていないわけですか。

○江藤管理課長 この中には既に発注している

ものもあるかと思います。

○緒嶋委員 今、宮崎県は景気が悪い中で、予

算額の発注率はどの程度に上がっているわけで

すか。

○江藤管理課長 県土整備部の発注の状況です

けれども、９月末現在、上半期における契約

ベースで申しますと42％程度となっておりま

す。ただ、今年度から国の執行率の算定の仕方

が変わりましてそういう数字になっております

が、去年と同じような算定でいきますと５割強

という状況になっております。

○緒嶋委員 これは当然、発注の準備ができな

ければ発注できないわけですけれども、平準化

ということは、繰り越しも平準化の一つの方法

にもなるけれども、年度内に事業を終わるのが

基本であることには間違いないわけです。しか

し、建設業が雇用しておる人の生活を考えた場

合には、発注率はできるだけ前半というか―

かつては前半に70％、80％発注しという時代も

あったんですけれども、予算全体がないので、

余り最初に発注してしまうと後半息切れすると

いうことも考えてこういうことになっておると

思うんです。今後政権がどうなるかわからんに

しても、いずれにしても補正予算を組んで次の

公共事業等含めて景気対策もやらにゃいかんと

いう流れになっておるので、発注率はもう

ちょっと上げんと景気対策にもなっていないん

じゃないかという気がしてならんとですが、そ

のあたりの認識はどうですか。
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○江藤管理課長 発注の基本的な考え方としま

しては、特に経済・雇用情勢が非常に厳しいと

いうこと、また口蹄疫からの早期復興というこ

とで、速やかな執行を図るということで全庁的

に取り組んでいるところであります。発注の平

準化というよりは、むしろ速やかな執行を図る

ことによって、結果として年間通したときに平

準化も図られるという考えでおりますので、そ

ういう方針のもとで各発注機関に対しましては

速やかな執行と適切な進行管理をお願いしてい

るところであります。

○緒嶋委員 42％では、私はどうも速やかな発

注という認識にはなれんわけでありますので、

今はもう12月ですから、現時点で42％ですか。

○江藤管理課長 上半期で捉えたときに、平

成19年度以降は、去年までの算定の仕方でいき

ますと５割強程度で推移しているのが実情であ

ります。

○緒嶋委員 11月時点を考えた場合はどのくら

いになりますか。

○江藤管理課長 11月時点で捉えた数字は手元

には持ち合わせておりませんけれども、昨年度

までの状況を見ると11月末で65％前後の状況に

なっております。

○緒嶋委員 私は前から、２月は減額補正せん

ように財源を確保しということをお願いして

おったんですけれども、いずれにしましても追

加補正が２月か３月にかけて増額で出てくると

すれば、現予算の中でも発注はできるだけ急い

でおくべきだと思うんです。当然準備ができな

いと発注できないということはわかります。用

地のこともある、いろいろ条件はあるけれど

も、姿勢としては発注を急ぐという前提でやる

ことが、宮崎県のような厳しいところは景気対

策を含めて重要だと思いますので、土木予算全

体から見た場合、繰り越しが100億超すというの

は多過ぎるんじゃないかという気がします。毎

年これぐらいになると言われるかもしれんけれ

ども、これは後ろ倒しみたいなことじゃないか

と思うんです。前倒しで発注を急ぐという姿勢

で、各土木事務所に県土整備部、本庁の姿勢を

示さないと―今、65％ぐらいと言われました

が、各土木事務所もそういう状態で進んでおる

んですか。

○江藤管理課長 事務所によって事業量に差は

ございますけれども、基本的には同様なペース

で進んでいるものと理解しております。

○緒嶋委員 繰越明許は仕方がないとしても、

ぜひこれは発注を急ぐという姿勢で努力してほ

しいと思います。

それから18号は、独自基準の内容というとこ

ろで「車道の左側に設ける路肩の幅員は1.25

メートル」、車道の左側というと上りと下りで

両方とも左になるわけです。道路の両サイドに

という意味ですか。どういう意味でこういう書

き方になるわけですか。

○谷口道路建設課長 車道の進行方向に向かっ

ての左側になりますので、下り線、上り線両方

とも左側になります。そういう意味でございま

す。

○緒嶋委員 これは両サイドと言ったほうがわ

かりがいい。

○谷口道路建設課長 例えば片側歩道の整備し

てあるところの場合には、歩道のない側が該当

することもあるということでございます。

○緒嶋委員 これは歩道のない場合じゃないん

ですか。

○谷口道路建設課長 例えば歩道を両方つける

必要があるのかというところで該当しない、人

家連檐のところは片側しかしていませんので、
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そういった場合には、路肩をいじるときにこの

規定が適用できるように、幅広く適用できるよ

うな形で今のところ考えております。原則的に

は歩道等がないところの道路をつくる場合にこ

の基準は適用するんですが、広義的な解釈もで

きるような形で考えております。

○押川委員 議案20号ですけれども、道路標識

の寸法の基準についてということで先ほど説明

があったんですが、国の基準でやっていかれる

ということになるんだろうと思いますけれど

も、道路の標識というのは具体的にどのような

ものをイメージすればよろしいんでしょうか。

○永田道路保全課長 道路の標識といいます

と、日ごろ私たちが見かける道路沿いにありま

す青い表示の案内板とか、路線名、国道何号と

か書いてあるものになります。

○押川委員 これは寸法の変更ですから、大き

くなるんですか、それとも小さくなっていくん

でしょうか。

○永田道路保全課長 もともとの国の基準に

は、基本形と、1.25倍、1.5倍、２倍とか大きく

するようにはできておりまして、場所や状況に

より大きいのを使うことはあります。ただ、こ

こで言っているのは小さくすることもできると

いうことでございまして、全国的に見ますと景

観等に配慮して小さくした例もあるんですが、

見にくいとかいろいろ話も聞きますので、基

本、国の基準にのっとって今のような形で、場

合によっては1.5倍とかのものを使っていこうと

いうことであります。

○押川委員 ちなみに県道で箇所数はどのくら

いあるんでしょうか。

○永田道路保全課長 済みません。標識の数ま

ではこの場ではわかりかねます。

○押川委員 それから議案21号でありますけれ

ども、こういう制定の内容にしたときに、本県

の公園、特定公園はどのくらいの数になるんで

しょうか。

○大谷都市計画課長 都市公園につきまして

は、県が設置する都市公園と市町村が設置する

都市公園がございます。今回条例で定めるのは

県の都市公園、県の都市公園が今のところ５つ

ありまして、そこに対応することになります。

○押川委員 ちなみに５つの場所はどこになり

ますか。

○大谷都市計画課長 県の運動公園が１つ、そ

れとシーガイアのところにあります阿波岐原森

林公園、平和台公園、文化公園、西都にありま

す西都原公園の５つです。

○中野委員 議案第18号の路肩の件ですが、今

まで国の基準と県の基準というのは、国の基準

を基本として県の独自の基準で路肩は1.25メー

トルとるということですね。普通の道路だった

ら両サイド1.25ありますよね。1.25ずつ歩ける

道路ができるということですか。

○谷口道路建設課長 今回、歩道がない場所で

路肩を広くとりますので、そのスペースを歩行

者や二輪車の方が通行できるので、より安全性

が高まるということで、今回の基準となってお

ります。

○中野委員 これは昔から国が基準を持って

おったんですから、国道というのは昔からそう

いうのが広くとってあったものですか。

○谷口道路建設課長 路肩の規定につきまして

は道路の区域区分というのがあり、高速道路あ

るいはその他の道路、それぞれ交通量に応じて

等級が決まっておりまして、その等級に従って

幅員の規定があったということです。

○中野委員 橋はどうなるんですか。

○谷口道路建設課長 橋も基本的には通常の道
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路と一緒の路肩基準になりますが、橋梁部分に

ついては縮小規定の特例がありまして、75セン

チとっているところについては、橋梁の部分に

ついては50センチにできるという規定がござい

ます。

○中野委員 この前、えびのの市道での事故

だったんだけど、昔は国道だったんです。橋の

道路幅が全体で５メートルあるかないぐらいの

ところで軽トラックがはねたという事故なんで

す。我々もあそこを通るときには、乗用車同士

だったら相手を見て渡るんだけれども。あそこ

は昔は国道だったのに、今はバイパス道路が国

道ができたものだから市道に移管してあるんで

すが、昔から何がしかあったのなら、もっと広

い橋幅であったはずですが、何で５メートル

だったんですか。

○永田道路保全課長 委員御指摘のとおり、

今、えびの市が管轄しているんですが、以前は

国道ということで、道路の幅員につきましては

道路構造令ということでやってきておるわけで

すが、昔の何種何級という区分でいったときに

ランクの低い道路だったんじゃないかと思いま

す。

○中野委員 えびのを東西に通る重要道路だっ

たと思うけど、加久藤の町に近いところなんで

す。

○永田道路保全課長 道路の幅員につきまして

は、車両の大型化等に伴って若干ずつ広がって

おりますので、昔つくっているのはどうしても

昔の車に合わせた幅員ということで、狭かった

んじゃないかと考えております。

○中野委員 市道だから、市の今の実力では歩

道橋をつくることはできないと思うんです。以

前からもとに戻してくれという地元からの要望

が私にもあったんです。「昔は国道だったじゃ

ないか。国か県の都合でバイパス道路をつくっ

てこれを市道にしたおかげで。何とかしてく

れ」という要望があったんです。過去、土木事

務所に部長がおるころに相談したような気がす

るんだけど、ああいうところを国とか県の事業

で代行工事とかありましたよね。ああいうのは

今ないんですか。歩道だけでもいいんだけど。

○永田道路保全課長 代行事業ということでい

きますと制度はございます。山村振興法とか過

疎対策法、半島振興法等に該当する場合は、主

要な市町村道を県が代行して整備できるという

規定はございます。

○中野委員 今も県下でやっているところはあ

りますか。

○永田道路保全課長 今やっている箇所はござ

いません。

○右松委員 14ページの宮崎県営住宅の整備基

準に関する条例についてですけれども、独自基

準の内容として第６条に県産木材の活用という

ことで、県産木材の活用に努める旨を規定する

ということで、大変いい取り組みだと考えてい

るんですが、一般県営住宅、共同施設等という

ことで、具体的にどういった事例を想定しなが

らこの条例を作成されたのか教えていただけれ

ばと思います。

○伊藤建築住宅課長 「第６条（県産木材の活

用）」ということで、今、委員のお話がありま

した県産材の活用に努める旨の規定をしており

ます。これは、県が平成22年に県産材利用促進

に関する基本方針を定めまして、木造化や木質

化を推進するというのが一つ、それから平成23

年に宮崎県営住宅長寿命化計画をつくっており

まして、この中でも木質化、木造化をうたって

おります。具体的に申しますと、木質化という

のは、鉄筋コンクリート等高層の建物につきま
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しては木造ではできないということで、内部に

県産材を使って仕上げをするということで、具

体的に申しますと、玄関、廊下、居間、台所等

につきましては木質化をできるだけ図ろうとい

うことで計画しております。次に、集会場はほ

とんど１階建てですので、これについては木造

化が可能ですので木造化を図るということ。そ

れから、先ほど言いましたように、県営住宅の

長寿命化計画の中では、低層の住宅、平屋とか

２階建てにつきましては木造化を図るというこ

とで、現在のところは長寿命化計画10年計画の

中で364戸建てかえを計画しておりますけれど

も、この中の約40％、148戸を木造による公営住

宅をということで計画しております。以上でご

ざいます。

○右松委員 この条例によって県産材を促進し

ていく考えということで、先ほどの40％という

具体的な数字も出ておりましたので、ぜひ取り

組みを推進していただければと思います。

○緒嶋委員 議案30号指定管理者は、指定管理

料年間5,670万円ですが、住宅が2,200戸ぐらい

ですか、この範囲内の住宅収入はどのくらいあ

るんですか。

○伊藤建築住宅課長 具体的な収入については

ちょっとお時間をいただきたいと思いますが、

１戸当たり２万5,000円ぐらいの家賃であります

ので、２万5,000掛ける2,206戸掛ける12が概算

になります。正確には後で報告したいと思いま

す。

概算でございますけれども、家賃には調定額

ということで現年度と過年度がありますの

で、23年度は、日向土木、延岡土木、西臼杵支

庁で合計４億9,300万になっております。

○山下委員長 よろしいですか。

それでは、報告事項に対する説明をお願いい

たします。

○江藤管理課長 管理課でございます。

委員会資料の17ページをお開きください。損

害賠償額を定めたことについて御報告いたしま

す。

今回の報告は県有車両による交通事故に係る

もので、職員が運転する県有車両が安全運転を

怠ったことにより、相手方の自転車と衝突した

ものであります。なお、損害賠償額につきまし

ては全額加入保険から支払われております。

交通事故防止につきましては、再三にわたり

注意を喚起しているところでありますが、今後

とも機会あるたびに交通安全の啓発を行いまし

て、十分指導してまいりたいと考えておりま

す。

管理課は以上であります。

○永田道路保全課長 道路保全課であります。

委員会資料の18ページをお開きください。道

路の管理瑕疵に係る損害賠償額を定めたことに

ついて、地方自治法第180条第２項の規定に基づ

き御報告いたします。

今回の報告は、県道上祝子網の瀬線の落石事

故以下、物損事故５件、人身事故１件の合計６

件でございます。事故内容別の内訳は、落石事

故、倒木事故、支障木接触事故が各２件ずつで

あります。発生日、発生場所等につきまして

は、資料に記載のとおりでございます。損害賠

償額の範囲は２万4,770円から30万4,388円と

なっております。全て道路賠償責任保険から支

払われます。

説明は以上でありますが、引き続き道路パト

ロールを徹底するなど道路施設の安全確保に努

めてまいりたいと存じます。

説明は以上です。

○伊藤建築住宅課長 建築住宅課であります。
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委員会資料の19ページをごらんください。県

営住宅の管理上必要な訴えの提起、和解及び調

停について、地方自治法第180条第２項の規定に

基づき御報告いたします。

県営住宅の家賃等を滞納している入居者に対

しましては、入居者の立場に立ったきめ細かな

納付指導を行っているところでありますが、入

居者の公平性を確保する観点から、誠意が見ら

れない入居者に対しましては明け渡し訴訟等の

法的措置を講じているところであります。表に

掲げております５名につきましては、県営住宅

の家賃等を長期間滞納するなど、これまでの再

三の納付指導に対しましても誠意が見られない

ことから、宮崎県営住宅の設置及び管理に関す

る条例第33条第１項の規定に基づき住宅の明け

渡し請求を行っておりましたが、うち２名につ

きましては誠意ある対応が見られず、期限まで

に住宅を明け渡さなかったことから、住宅の明

け渡し請求と家賃等請求の訴えを提起するもの

であります。また、残り３名につきましては、

滞納している家賃を分割により納付する旨の申

し出があり、やむを得ないものとして和解を行

うものであります。表の右端の専決年月日にそ

れぞれ専決処分を行ったものであります。

建築住宅課は以上であります。

○山下委員長 報告事項に対する説明は終わり

ました。

今から質疑に入ります。

○中野委員 損害賠償額の件で道路保全課にお

尋ねします。倒木事故ということで事案が書い

てありますが、倒木というのは、たまたま通る

途中に木が倒れてきたものですか。２件あるも

のですから、その事案の形態を教えてくださ

い。

○永田道路保全課長 報告事項にあります３番

目と５番目が倒木事故ですが、委員のおっしゃ

るように、走行中に木が倒れてきたのを「倒

木」と私どもは呼んでおりまして、265号の南九

州福山通運の件につきましても、５番目の県道

都城霧島公園線につきましても、走行中に木が

倒れてきたということで整理しております。

○中野委員 今までもこういうのはあったんで

しょうか。

○永田道路保全課長 以前から倒木というのは

ございました。

○中野委員 どういうときに倒木するんです

か。台風のときなら倒れたとかあるが、どうも

その状況がわかりづらいんですが。

○永田道路保全課長 ３番の265号の倒木事故に

つきましては、天気は晴れだったんですが、沿

岸部に暴風警報が出ておりまして、五ヶ瀬町で

は強風注意報が出ていたという状況です。

○中野委員 それから支障木接触事故、支障木

接触事故だから、支障木があるということはわ

かっておったということになりますよね。こう

いうのを事故が起こるまでなぜ放置してあるわ

けですか。たくさん車が行き来したはずなの

に、偶然支障木に接触したんでしょうか。

○永田道路保全課長 221号の支障木の接触事故

でございますが、株式会社トーアの車両に対す

る事故につきましては、樹木からカズラみたい

なのが垂れ下がっていまして、そこにぶつかっ

たということで支障木という表現にしておりま

す。職員のパトロールでは基準を決めて、交通

量に応じて週１回とか毎日見回ってはおるんで

すけど、そのときはなかったと。その後に倒れ

かかってきたということじゃないかと考えてお

ります。

○中野委員 カズラだったんですか。

○永田道路保全課長 この件は写真を見る限り
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カズラでございました。

○中野委員 カズラが当たったぐらいで、車

に10万近くの損傷が発生するものですか。

○永田道路保全課長 こういった事故等がござ

いましたら警察も立ち会いの上で事故証明を出

してもらうようにしているんですが、フロント

ガラス等が破損しておりまして、かなり大きな

ガラスが割れたということでこの金額になって

おります。

○中野委員 答弁は要りませんが、カズラぐら

いでフロントガラスが壊れるような、いまいち

本当かなという気がいたしますが、まあいいで

しょう。

次のページについて、明け渡し請求の訴えの

提起をされておりますね。２件ほどですが、こ

れは和解に応じなかったからという説明でした

けれども、こういう案件は今どのくらい抱えて

いらっしゃるんですか。

○伊藤建築住宅課長 現在、何件というのは、

流動的で具体的に申し上げられないんですけれ

ども、年平均で言いますと、明け渡しの請求に

ついては12件ほど実施をしております。

○中野委員 結果的には判決まで行くんです

か、和解になるものですか。その後、滞納は順

調に回収されているものか。

○伊藤建築住宅課長 先ほど年12件とお話しし

ましたけれども、割合ということでお話しいた

しますと、12件のうち４件が即決和解というこ

とで、裁判になる前に和解をするということ

で、その方については分納でお支払いいただく

ことになります。それから12件中５名について

は裁判ということで訴訟になります。訴訟につ

きましては、そのうちの４件が判決が出まし

て、結果的には強制執行で退去していただく

と。それから裁判になった５件のうちの１名が

訴訟上の和解ということで、裁判の判決で和解

という結果になります。残りの３名につきまし

ては、継続で入居したいということで、お支払

いをされるか、または分納ということで、現在

も入居中という割合になっております。

○中野委員 最後に言われた３件は和解という

ことにはならんわけですか。一括して払ったか

ら訴訟を取り下げたということになるんです

か。

○伊藤建築住宅課長 県のほうでは明け渡しの

請求をしまして、その方が認められて、裁判に

行く前にお支払いになるという方が３名ほどい

らっしゃいます。

○中野委員 和解の中ですが、結果的に分割納

付をするということで和解されておりますね。

今抱えている和解の件数が何件あるのか。それ

から１件当たりの分割の回数は平均的にどのく

らいあるのかを教えてください。

○伊藤建築住宅課長 和解の方の状況につきま

しては、22年度以降は11名の方がいらっしゃい

ます。分割納入につきましては、もともとが低

額所得者でありますので、その方々の家庭の事

情、それぞれの支払い能力に応じて個別に判断

をしておりますので、それについての平均は出

しておりません。

○中野委員 どのくらいの分割回数になるの

か、大まかでいいんですが。

○伊藤建築住宅課長 私が知っている限りで言

いますと、1,000～5,000円の範囲で過去の滞納

分を現家賃に追加してお支払いをお願いしてい

るところです。

○中野委員 分割件数を聞いたんですけれど

も、分割が何回ぐらいになるのか。10回とか50

回とかありますよね。

○伊藤建築住宅課長 それにつきましては、先
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ほど言いましたように個別の事情で、ある方に

つきましては１年、ある方については３年ぐら

いで、事情に応じて分けております。

○中野委員 ある方は12回ないし36回の分割を

したということですか。さっき和解の件数と

言ったのは、完納したのは別にして、今、和解

した人が何件残っているか聞いたんです。

○伊藤建築住宅課長 現在分割納入していらっ

しゃる方について、全ては把握しておりません

ので、私の手元ではわかりません。後ほどお答

えしたいと思います。22年度以降につきまして

は11件ということです。

○中野委員 なぜそういうことを聞くかという

と、２回以上怠ったときは明け渡しを求めると

いうことですから、そのうち２回以上怠った人

がどのくらいいて、明け渡しを求めた、その後

新たにまた―普通、裁判で和解したのであれ

ば、和解そのものが債務名義になって、裁判所

か何かでぱっと明け渡しをされると思うんで

す。そういうのがどのくらいあるのか聞きたい

んです。

○伊藤建築住宅課長 明け渡しを請求して法的

な和解につきましては、約束事ですのでこれに

ついては当然守っていただくことになっており

ます。

○中野委員 こわもて的に質問しているつもり

は全くありません。２回以上怠ったときには明

け渡しをすることという和解条項なんでしょ

う。だから、２回までは許すけれども、３回滞

納することはないということですね。そういう

人たちにはちゃんと裁判を含めた明け渡しの手

続をされて、すぐ出ていけとかされているのか

どうか。結果的に、和解したけれども、もとの

もくあみでまた滞納されているのかどうかを知

りたいんです。だから総体の件数も聞きたかっ

たんです。そういうのがどのくらい残っている

のか。

○伊藤建築住宅課長 失礼しました。法的に、

即決和解と訴訟後の和解につきましては、この

契約を守らない場合には強制執行ということに

なります。

○中野委員 和解は、強制執行するなと言った

じゃない。だから、その件数がどのくらいある

のか。こういう人たちは、滞納せずにみんなき

れいに入っているんですか。

○伊藤建築住宅課長 現在非常に動いています

から、過去からの累計はわかりません。ただ、

先ほど申しましたように、現在和解で入居して

支払っていらっしゃるのは11件で、これにつき

ましては実態的にはふえている方も減っている

方もいらっしゃるということで、日々納入指導

を行っている状況であります。

○中野委員 さっきは年平均12件明け渡しの訴

えを提起するような話でした。和解が多いとい

う回答でしたから、毎年かなりの件数が結果的

に和解になっている。かなり今までも残されて

いると思うんです。滞納になっている人は、１

～２回滞納しておったからと訴えを提起するこ

とはないでしょう。和解の云々ということはな

いと思うんです。１年も２年も３年も滞ってい

るから、訴えるぞという感じでやったのが年平

均12件ぐらいだと思うんです。毎年そのくらい

あるんだったら、和解した件数がかなり残って

いると見られるんですけれども、担当課として

そういうのがどのくらいあるか把握されていな

いんですか。過去のものはきれいに済んだから

滞納はないというふうに理解できるんですか。

○伊藤建築住宅課長 先ほど、家賃の滞納の法

的措置については平均12件とお話ししたんです

けれども、滞納の指導につきましては、おくれ
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た場合には毎月督促状を発行しております。そ

れから３カ月おくれた方については催告書を出

す。５カ月については催告書２を出して、６カ

月を過ぎた場合には最終催告書ということで、

この中で、きめ細かな指導ということで分割納

入したり、それから家賃については減免があり

ますので減免を指導したり、保証人に納入指導

していただくということでいろいろと指導して

いるところですけれども、法的には明け渡し請

求ということで、それでも納入指導に応じない

方については、現在約12名の方について法的な

指導を行っているということでございます。そ

して長期の滞納者につきましては、36カ月以上

の方は現在１名いらっしゃいます。24カ月以上

の方が７名、12カ月以上の方が22名、６カ月以

上の方が53名ということで、これについては月

ごとに把握をしているところです。

○中野委員 聞きたかったこととはちょっと

ニュアンスが違うんですけれども、あとはゆっ

くりと実態を把握させてください。お願いしま

す。

○押川委員 倒木の関連ですけど、30万4,388

円、金額的に物すごく大きいんですが、車にど

んな木が倒れてきたんでしょうか。修理代だけ

で30万というのは大きいですよ。

○永田道路保全課長 これはフロントガラスと

貨物室のパネルを損傷しておりまして、倒木そ

のものは、長さが３～４メーター、幹回りが20

～30センチぐらいあるものであります。それで

損傷が大きかったということだと思います。

○押川委員 そんな大きいものが車を運転して

いて飛んできたわけでしょうから、その運転手

の方はけがはなかったんですか。

○永田道路保全課長 こちらについては車両の

損害だけで、人的被害はありません。

○押川委員 こういった事故があるんだなとい

うことがわかりましたけれども、けががなかっ

たならよかったとするしかないと思います。

せっかく道路管理を建設業の方々がされておる

わけですから、そういった危険なものは早目に

撤去しておくと。先ほどありましたとおり、支

障木接触においても、わかっていることだと思

うんです。早目にこういったものは道路管理の

中でやっていただくということでお願いしてお

きたいと思います。

それから県営住宅の管理、先ほど中野委員か

らありましたけれども、前畑さんと甲斐さん、

訴えですから、現在もまだ住宅の中には入って

いらっしゃるということですね。

○伊藤建築住宅課長 前畑さんにつきまして

は、専決処分で10月17日に処分しましたけれど

も、10月20日に自主退去していらっしゃいま

す。

○押川委員 そうなった場合には今までの家賃

はどういうふうになるんですか。

○伊藤建築住宅課長 訴えの提起は明け渡し請

求並びに家賃等の請求でありますので、これに

ついては現在やっているところです。

○山下委員長 未納になっていた家賃は収納義

務があるのかということです。

○伊藤建築住宅課長 訴えの提起については、

明け渡しと家賃等の請求という２つでやってお

ります。住宅については明け渡しをされました

けれども……。

○押川委員 回収はどのような方法でされるか

ということです。

○伊藤建築住宅課長 明け渡しをされておりま

すけれども、家賃につきましては現在検討中だ

ということで、これについては別で請求するこ

とになると思います。
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○押川委員 明け渡しか家賃請求ということ

で、家賃を払わない人に対しての訴訟があるわ

けですから、現在出ていらっしゃるということ

であれば、回収の方法は、検討ではなくて取り

立てをしなくちゃいけないわけでしょう。そこ

らあたりの決まりはどうなんですか。

○伊藤建築住宅課長 訴えの提起につきまして

は、先ほど言いましたように明け渡しと家賃等

の請求でありますけれども、10月20日に自主退

去されましたので、明け渡しの請求については

完結しているということで、訴えの内容につい

て現在検討ということで、家賃等の請求につい

ては、今後同じようにやっていくつもりであり

ます。

○山下委員長 前例があるはずだから、出られ

た以上は、今までの前例として請求をしてきて

いますとかそういうことを答えたらいいんで

す。

○押川委員 退去されたらそれで終わりという

ことでは困るわけです。だから、そこに対する

何らかの決まり事はないのか。あればそれに

従って回収する方法を述べてもらわないと、ど

うなるかということで質問していますので、よ

ろしくお願いいたします。

○伊藤建築住宅課長 退去した方につきまして

は退去滞納者ということで、指定管理者と土木

事務所、県等で退去対象者につきましても家賃

等の請求を引き続き現在行っておりますし、前

畑さんについても同じように請求を行っていく

ことになると思います。

○押川委員 過去の例で、滞納された分の回収

率はどのような状況になっていますか。

○伊藤建築住宅課長 家賃につきましては現年

度と過年度ということで徴収しておりますけれ

ども、前年度は、過年度につきましては18％前

後であります。

○押川委員 回収率が18％ぐらいということで

すか。

部長、回収の規定などは全くなくて、出てい

かれたら、もらったほどでオーケーという形に

なるんですか。だれか答えてください。

○濱田県土整備部長 支払っていただくべき家

賃につきましては全額払っていただくのが原則

でありまして、当然、完納していただくまで利

子もつけて請求は行います。

○山下委員長 皆さんが知りたいことは、払え

る人は何も問題ないんです。健康状態が悪かっ

たり、行き先がわからないのに払えるのかどう

かということなんです。そこまでのチェックを

どういう形でされているのか。そして未納金を

収納する手段、そこ辺の実績を一通りお話しい

ただくといいいがなと思います。

○坂本県土整備部次長 基本的には債務名義を

とればいいわけで、家賃は残っているわけです

から、これをどうにかして回収しないといけな

いということで、裁判所のほうで、こちらのほ

うは幾ら幾ら滞納がありますと、プラス、家賃

を滞納した場合には延納利子もつきますので、

その辺を10万なり20万と確定して判決を出して

もらって、これから先はいろいろあるんです

が、一番最強なのは強制執行する。その人の預

金、動産、自動車何でもいいんですが、差し押

さえる。ただ、そこまでやるかどうか、その方

ともお話し合いをして、ケース・バイ・ケース

になってくると思います。できるだけ回収する

方向でいければいいわけですから、基本的には

そういうことで臨んでいると思います。

○押川委員 わかりました。そういう具体的な

例を挙げてもらわないと、我々としてもどうい

う方向なのか見えませんでしたのでお聞きいた
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しました。

○伊藤建築住宅課長 退去滞納者につきまして

は、先ほど次長からお話がありましたように、

継続して納入をお願いするということと、退去

滞納者の方々の臨戸訪問をしたり、もう一つは

サービサーといいまして債権回収会社にも協力

をお願いしまして、民間の力を得ながら債権回

収に努めているところでございます。

○中野委員 公共機関の県営住宅においても判

決が債務名義になるんですか。

○伊藤建築住宅課長 退去滞納者の債権につき

ましては、判決が出なくても債務は生じます。

強制執行、強制的にする場合には当然判決が要

ります。

○中野委員 判決がないとだめだということで

すね。わかりました。

それから、さっき押川委員の質問ではっと

思ったんですが、前のページに返ってくださ

い。倒木とか支障木とかたまたま４件あります

よね。この立木というのは民地に立っていたも

のですか、県有地に立っていたものですか。

○永田道路保全課長 ３番の倒木につきまして

は道路のり面ということですので、これは県有

地ということです。５番目の件につきまして

は、倒木の発生源は民地ということです。支障

木については道路区域内の木からということで

す。

○中野委員 全て国か県の所有地からの立木で

の倒木あるいは支障木での事案ということです

ね。

○永田道路保全課長 倒木につきましても落石

につきましても、道路区域内ももちろんです

が、民地からの落石等についても管理瑕疵の責

任が問われるようになっております。倒木につ

いては民地ということです。

○中野委員 ３番目はのり面からと言われたけ

ど、のり面は民地だったんですか。

○永田道路保全課長 ３番目はのり面ですが、

民地ののり面ということです。

○中野委員 その立木の責任というのは所有者

にはないんですか。

○永田道路保全課長 一般には通常の道側の管

理があれば民地の責任まで問うのは難しいと思

うんですけれども、道路パトの中で、民地側か

ら道路区域内に枝などが出ている場合は、こち

らからお願いして切らせてもらったり、地権者

を探して向こうのほうに切っていただくという

格好でやっております。

○中野委員 ３番目はのり面で、立木は民間の

方のものですね。それが台風か何かで倒れたと

はいえ、立木の所有者の責任は全くなくていい

んですか、全部国が面倒見てくれるわけです

か。

○濱田県土整備部長 倒木あるいは落石事故に

つきましては、私の経験をもとにお話しします

と、確かに道路区域外からの落石とか倒木はあ

るんですが、事前に道路管理者がパトロールで

危ないと気づけば、当然その土地の所有者に対

して何らかの対応策をお願いするんですが、そ

ういったものがなく雨、風で落ちてきた場合に

は、道路区域内にそういったものが落ちてく

る、道路管理者としてそこを通行する車両の安

全を守れなかったということで、道路上で起き

た事故につきましては道路管理者のほうで補償

を行うということになります。

○中野委員 ということは県に求償権は発生し

ないということで、もちろん所有者には免責が

あるということですね。

○濱田県土整備部長 事前に道路管理者側から

危険防止の措置をお願いしていた場合はどうな
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るかという法律的な問題はあると思いますけれ

ども、現実的には所有者に対して求償した事例

はないと認識しております。

○中野委員 免責という言葉ではないわけです

ね。

○永田道路保全課長 本来は所有者責任もある

んですが、道路法の場合は、道路管理者は道路

を常時良好な状態に保つ義務があるということ

で、民地のいろんな落ちてくるものを含めて道

路管理者により重く責任が課せられるように

なっております。

○重松副委員長 ワシントニアパームの管理と

か、これまでの事故の例がありましたら教えて

いただきたいと思います。

○永田道路保全課長 新聞等で情報が出ている

と思いますが、国交省のほうでワシントニア

パームの植樹をどうするかということを検討し

ております。その原因となっておりますのが、

ワシントニアパームの枯れ枝が落ちて車両等に

当たって瑕疵事故につながっているということ

で、これをどうしようかということがございま

して、今議論している国交省管理の件でもこ

こ10年間で９件ほどの管理瑕疵事故が起きてお

ります。

○重松副委員長 これからまた検討もされてい

くということですね。

○山下委員長 ほかありませんか。

なければ、報告事項を終わりまして、次に、

その他報告事項に関する説明を求めます。

○永田道路保全課長 先ほど部長が申しました

が、先日の笹子トンネルの事故を受けて県内の

トンネルの緊急安全点検を実施しておりますの

で、報告いたします。資料は特にございませ

ん。

まず、県内のトンネルの数でございますが、

県管理道が124ございます。国管理の国道が23カ

所ございます。ＮＥＸＣＯ西日本管理のもの

が15カ所ございまして、ほかに市町村管理のも

のが60ございます。トータル222の道路トンネル

がございます。そのうちトンネル全体として事

故のありました笹子トンネルと同様の構造をし

ているものはございませんが、九州縦貫自動車

道の熊本県との境にあります加久藤トンネルの

下り線で１カ所あると聞いております。県管理

のトンネルで同様の構造のものはありません

が、ジェットファンなど天井からつり下げてい

る構造物が落下した場合には重大な事故につな

がる可能性がありますので、緊急の安全点検を

行っているところであります。点検の内容とい

たしましては、全トンネルについて目視による

緊急の安全点検をきょうまでに終えることとし

ておりまして、さらにジェットファン等につき

ましては、後日、高所作業車を使用した打音検

査等を実施する予定としております。

なお、加久藤トンネルについては、管理者で

あるＮＥＸＣＯにおいて緊急安全点検を実施し

ておられると聞いております。以上でありま

す。

続きまして、委員会資料の20ページをお開き

ください。緊急輸送道路ネットワークの見直し

について御説明いたします。

まず、緊急輸送道路とは、１に記載しており

ますとおり、地震防災対策特別措置法に位置づ

けられた緊急輸送を確保するために必要な道路

であり、地震発生時の救助、救急、医療、消火

活動、救急物資供給等に必要な人員及び物資等

の輸送を担うものであります。このため、自然

条件、産業・経済、都市構造などの地域特性を

踏まえ、防災拠点を効率的に連絡するネット

ワークとして計画する必要があります。これま
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で緊急輸送道路ネットワーク計画では、40路

線、1,567キロを指定していたところでありま

す。

次に、２の見直しの概要でありますが、

（１）の見直しの要因としましては、東九州自

動車道などの高規格幹線道路等の供用時期が明

確となったこと、東日本大震災に見られる津波

による沿岸域の被災があったこと、及び防災拠

点としての港湾などに耐震強化岸壁が整備され

たことなどから見直しを行うこととしたもので

す。

見直しの基本方針としまして、（２）にあり

ますとおり、東九州自動車道など供用時期が明

確となった路線の追加や、国道10号、220号など

沿岸域の主要幹線が被災した場合に備え、それ

らの主要ルートの多重化を念頭に県道や市町村

道の追加を行うとともに、耐震強化岸壁を整備

した細島港など防災拠点を連絡する道路等の追

加を行いました。

また、計画策定に当たっては関係機関と調整

する必要性があったことから、（３）にありま

すように、国、県、市町村等の道路管理者、県

防災担当部局や警察、自衛隊などから成る緊急

輸送道路ネットワーク計画等策定協議会を開催

するとともに、他県とまたがる道路について隣

県との調整も行ったところです。

この結果、見直し後の緊急輸送道路ネット

ワーク計画では、（４）のとおり、路線数

で54、延長で303キロを追加し、合計で94路

線、1,870キロを指定したところです。

詳細については、21ページの緊急輸送道路

ネットワーク計画図を参照ください。左手の上

がこれまで指定していた路線の一覧でありまし

て、その下のほうに今回新たに指定した路線の

一覧を記載しております。インター線を含めた

高速道路を初め、今回新たに市町村道、耐震岸

壁を有した港湾の臨港道路などを指定しており

ます。また、路線名に両括弧をつけているもの

は、既に指定してある路線で延長が追加となっ

たものであります。新たな計画は、今後県の地

域防災計画に反映しますとともに、緊急輸送道

路の早期整備を図るため、地震防災緊急事業５

カ年計画にも反映することとしております。

20ページにお戻りください。緊急輸送道路の

整備内容及び進捗率を３に記載しております。

今回の見直しにより新たに対象となる箇所数が

ふえましたので、進捗率は、橋梁の耐震対策に

つきましては平成24年４月１日現在で87％、地

震などによる落石を防止するなどの災害防止対

策は45％、道路の改良率は81％となっておりま

す。災害時における緊急輸送道路の役割は非常

に重要でありますので、より早期の改善を図る

ため重点的に整備に取り組んでまいりたいと考

えております。

説明は以上であります。

○山下委員長 その他報告についての説明が終

了いたしました。

質疑を承ります。

○緒嶋委員 ３の緊急輸送道路の整備内容、進

捗状況でありますけれども、これは年次的に計

画的に整備を100％に持っていくという計画をつ

くるわけですか。

○永田道路保全課長 この見直しの中でいつま

でにというのはございませんが、県道網の中で

我々が重点的に整備をしていかなければならな

い路線として今回指定しましたので、耐震対

策、災害防止、道路改良等についての進捗を、

ほかの路線と比べて図っていきたいと考えてお

ります。

○緒嶋委員 ある程度計画的にしないと、目標
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があってものは進むわけです。全体の整備率を

上げないといかんということはわかりますけれ

ども、特に耐震の橋梁にしても、５カ年とかそ

れ以上とか、これは財政的なものも伴うからそ

こが問題ではあるけれども、計画を立てて進め

るのが当然だろうと思うんです。そのあたりは

今後の課題として取り組む考えはないですか。

○永田道路保全課長 今申しましたように緊急

に整備を進めていく路線として考えております

ので、進捗率につきましても、アクションプラ

ン等ございますが、それ等を少しでも上げるよ

うな努力をしていきたいと考えております。

○緒嶋委員 今言われたようなことをやるのが

計画的にやることだから、前進させるというの

はわかるけど、ある程度目標を立ててやるのが

整備の方針でないとおかしいと思うんですが、

そのあたりはどうですか。

○谷口道路建設課長 御指摘のとおりだと思い

ます。現在、道路整備に関しましては宮崎県中

長期計画に基づいてやっております。これは※平

成23年度に策定して、今後５年、10年の計画と

いうことで計画的な整備を図るという基本的な

計画があります。この中におきましても、道路

改良で言いますと、緊急輸送道路の整備を最重

点に上げておりまして、平成24年度、本年度の

道路の整備箇所の予算ですけれども、約56％の

投資をしています。ただ、先ほどの見直し後の

数字で言いますと、85％ぐらいを緊急輸送道路

の優先整備を図っているという状況でございま

す。いかんせん道路の総体の予算が少ないもの

ですから、ここ５年間では年間20キロぐらいし

か改良できませんので、残りの未改良を整備す

るには相当の時間を要するものと考えておりま

す。ただ、計画は随時見直しながら優先的な整

備には努めていきたいと考えております。

○緒嶋委員 当然、今、課長が言われたような

ことを頭に置きながら整備をすることが必要だ

と思います。100％がベストではありますけれど

も、それに行かなくても、計画の中ではこれだ

けは目標としてやりますというものがあったほ

うがいいと思います。特に宮崎県は南海トラフ

の問題などあるので、計画を立てるということ

は、国に対して予算要求するための一つの手段

にもなるわけです。そういうことで努力してい

くことは必要だと思いますので、頭の中で長期

的な展望を見越して頑張ってほしいということ

を要望しておきます。

これは執行部の皆さんに言うのも気の毒なよ

うな気がするし、私も業者の皆さんから言われ

るんです。入札する場合、違算があってはいか

んわけです。ところが、近ごろは土木だけじゃ

なくて農政、林務についても、事前に違算がわ

かって中止するということもあるだろうけど、

開札した後に違算がわかって、あなたのところ

は予定者ですとわかった後で、「申しわけあり

ません。違算がありましたので、それはもう一

遍やり直します」というのがかなりふえておる

と思うんですが、その実態を知らせてくださ

い。

○江藤管理課長 開札後の入札中止は、今年

度、県土整備部の建設工事につきましては上半

期までに11件発生しております。結果、入札手

続が中止となりますと再入札になるわけですけ

れども、建設業者にとっても負担増となります

し、工事そのものがおくれるということで県民

の皆さんにも御迷惑をかけるということであり

ますので、こうした案件、特に単純なミスにつ

いては、各発注機関に事例を周知して情報を共

有して、それぞれの発注機関の所属長において

所内の体制をきちんととっていただくように徹
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底をしております。

※49ページ右段に訂正発言あり

もう一つは、違算によって落札候補予定者と

なった方、何らかの間違いを伴った結果の落札

予定者なんですけれども、一旦開札した後に御

迷惑をおかけするということでありますので、

この件については、特に予定者とみなされた業

者の方も含めて、応札された方々について丁寧

な説明をして理解を求めていくと。違算につい

ては県の責任でありますので、くれぐれも今後

こういったことがないように徹底してまいりた

いと考えております。

○緒嶋委員 これは土木関係で11件ですが、林

務とか農政を入れたら相当ふえるんじゃないか

と思うんです。今は業者にパソコンにたけてい

る人が多いわけです。その人たちも、応札して

自分ところが落札しなかったら、その後に文句

を言ってくるわけです。自分ところがとったと

きは黙っている。とらないときは言ってくる。

県の皆さんたちもパソコンにたけておるけど、

それ以上に彼らは、どこがおかしいというのは

頭でわかっておるわけです。開札して、自分の

会社がとったときは黙っておるけれども、とら

ないときは、「これはおかしいんじゃないか」

と言ってきて再入札をやる。ところが、再入札

も２回もやり損ねたというのもあるというふう

に聞いておる。現実には発注して設計変更とか

あるわけです。違算がないほうがいいけど、違

算も微々たるものはある程度、設計変更でもで

きるわけだから、入札金額の何％以内の違算の

場合、設計変更で何とかなるというものについ

ては、発注者の弾力的な形でやらないと、今、

課長は「違算がないようにします」、言葉とし

てはわかるけど、今後絶対違算がないようにで

きますか。

○江藤管理課長 工事の予定価格の積算が、結

果、違算が生じているのは比較的単純なミスが

多いようです。予定価格の積算自体も100％全て

正解を出せるかというと、積算上難しい部分も

あるとお聞きしております。人為的なミスが関

係する以上、100％なくなるということは難しい

とは思っております。ただ、少なくとも問題意

識を職員全員が共有しながら危機意識を持って

取り組んでいく必要があると考えておりますの

で、今後とも違算の対策につきましては徹底し

てまいりたいと考えております。

○緒嶋委員 平身低頭「申しわけなかった」と

いうことわりを言うことは簡単だと思うんで

す。何回でもことわりは言えるけど、落札予定

者にとっては生活がかかっておるわけです。

「間違いでしたのでもう一遍やり直す」という

ことがあってはいかんとです。その人が２回目

に応札できれば、「よかったじゃないですか、

２回目にとれたから」ということが言えるけ

ど、次に同じ人がとるということは100件のうち

１件もないと思うんです。違算があって２回も

入札するのは、行政に対する不信でもあるわけ

です。完璧がいいけど、入札金額の0.5％とか何

％以内なら設計変更で何とかなるということ

は、法的にやってはだめなわけですか。

○江藤管理課長 違算の範囲がどの程度であれ

ばよしとするかという議論は―違算の内容に

よってはほかの応札者の入札額も変化すること

も考えられます。また、実態として最低制限価

格付近に応札が集中しているという中では、最

低制限価格の再算出が難しいというところと、

積算をやり直した場合に誰が落札者となるかは

必ずしも確定ができないところもありますの

で、対応としては、開札後違算がわかった事例

については入札中止の手続をさせていただいて
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いるということであります。

○緒嶋委員 異議申し立ては開札前までしか認

めないとか、消防だったら「異議申し立てはだ

めです」というくらい言うんだけど。開札前ま

では申し立てはするが、開札以降はだめだと決

めておけば、事前の違算は、中止しますと言う

ても、業者にとってもそう問題はないと思うん

です。ところが、開札した後、「違算がありま

したので」というのはあってはならんわけだか

ら、その辺の区切りをつける。そして金額が極

端に大きいのはともかくとして、微々たるもの

は設計変更等でやる。そのことで職員の皆さん

も大分負担が違うと思うんです。違算があった

職員は物すごくストレスも感じると思うんで

す。上司からもいろいろ言われるだろう。違算

があっちゃいけんけど、あったものについて

は、開札以前のものについては認めるが、開札

以降は異議申し立てしません。それぐらいの決

まりの中で進めたらどうかと思うんです。そこ

辺はできないんですか。

○前田技術企画課長 間違うほうが悪いという

ことが基本ですけれども、委員おっしゃるよう

に、ある程度のということは検討しているとこ

ろです。ただ現在、応札していただくに当たっ

て入札公告を行います。設計の内容を提示して

平等に同じ条件で積算をしていただくというこ

とが基本になっていますので、その中で、応札

者の方々が積算するに当たって不平等になるよ

うな間違いを発注者側がした場合には、どうし

ても中止にしなくてはならないと思っておりま

す。現在、応札後にも発注者側では本当に間違

いがないか精査しますので、その中で違算が見

つかったときには―実際にお金をはじいてど

れぐらいの差というのもありますけれども、正

しい設計にしたときに落札予定者がかわらない

場合には、そのまま手続を進めさせていただく

ようなこともやっております。今の段階では、

平等性、透明性という観点からはこれが適当で

はないかと考えているところであります。

○緒嶋委員 今言われることはわかるんだけ

ど、違算があっちゃいかんけど、実際11件もあ

るわけです。２回目の入札を全てやられたかど

うかわからんけれども、２回目もまた違算があ

りましたというのも出てきておるという話も聞

くわけです。そうなると業者から見たら、何で

違算がないような積算をして出さんのかという

ことになるわけです。それがないようにしても

出るという可能性があれば、極端に違えば、そ

れ以外のものは何とか設計変更等でできると。

開札以前の異議申し立ては認めるが、それ以降

は認めないという一つの基準を業者に言ってお

けば、自分がとれなかったら異議申し立てする

というようなことも防げるんじゃないか。１回

目の入札を中止してでもやるということであれ

ば、誰も犠牲というか迷惑はこうむらんわけで

す。そこ辺の防ぎようがあるんじゃないかとい

うことです。

後から言うてくる業者は決まっておるという

話も聞きます。そういうことになるとますます

もって信頼性がおかしくなるから、それを防ぐ

知恵を出さんかと言うわけです。その中でやる

ほうが皆さん方も負担が軽いわけです。そして

行政に対する信頼もある。これは県土整備部だ

けじゃない、農政でも林務でもあるわけです。

公共事業三部でいろいろ協議しないといかんけ

れども、そういう形でできるだけ開札前に違算

がわかるような形。業者の皆さんのほうが、あ

る意味では皆さん以上に真剣に積算するわけで

す。それを含めた場合には、違算を早く見つけ

る方法、開札までの異議申し立てしかしません
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というぐらいの一つのルールを決めてやれば、

開札前の中止なら誰も迷惑はこうむらんわけだ

から、その辺の知恵がないかということです。

担当の職員は、「おまえがしっかりせんからこ

うなったじゃないか」と、物すごくプレッ

シャーにもなると思うんです。その辺の知恵は

ないのかということです。

○山下委員長 私もそういう相談を受けたこと

があって、応札が済んで県が出した価格に行か

なくて、その下のところに集中していたと。県

が出した値段より何でみんなが下に来たんだろ

うと。もう一回はじいてみたら違算が出たと。

そのことで気づくことがあるという話を聞いた

んです。11件の事案の中で、どの時点でわかる

んですか。先ほど緒嶋委員が言われたように、

開札が済んだ時点で、開いてみたら県が出した

値段より下のほうに集中していた。上にもある

ことはあるでしょう。そのときにもう一回試算

をして気づくことが多いのかどうか。積算のミ

スがしょっちゅうあったら、それこそ入札制度

そのものが信用できないということです。内容

を教えていただくとありがたい。どの時点で気

づくのか。

○前田技術企画課長 件数については今手持ち

の資料がありませんけれども、開札後に中止に

する案件は、今、委員長が言われたような形

で、応札の状況を見まして、想定していたよう

な感じではなくて、応札額が極端に２つに分か

れるとか、発注者側の予定価格の算定が間違っ

ているんじゃないかと気づく場合が何件かあり

ます。基本的には開札前に問い合わせをしてい

ただくことが条件になっていますので、開札後

に申し出があることはないと思っておるんです

けれども、案件としては、先ほど言いましたよ

うに精査を改めてしたときに間違っている事案

等、両方あると思っております。

○緒嶋委員 いずれにしましても今のようなこ

とで違算が多い。件数から言えばたった11件し

かないじゃないかと言われるかもしれんけど、

あってはいかんし、応札する人はそれだけいろ

いろ労務もかけてやって、またというのは…

…。そして100回応札しても１本もとれないのが

今の入札の状態なんです。だから、業者にとっ

ても物すごく負担になっているわけです。皆さ

んは頭のいい人ばかりだから積算を正しくやる

のが前提であることは間違いないわけですけれ

ども、それでもこういうことが起こるというの

は、人間の知恵の限界もあるのかもしれん。何

か知恵を出して、再入札ができるだけ少なくな

るように努力してもらわんと。仕事が多けれ

ば、再入札があっても、また次のものを何とか

という考えにもなるけど、今は入札そのものが

かつての半分以下の件数しかないわけです。そ

うなると１回予定された人は次はいつとれるか

わからんということで深刻に考えるんです。そ

ういうことがないためにも何か知恵を出して早

く違算がわかる形をつくってですね。開札前な

ら再入札をしてもいい、誰にも迷惑をかけない

わけだから。ところが、開札して予定者が決

まった後で、「間違いでした。済みませんでし

た」では、業者と県との信頼関係も失われるわ

けだから、それができるだけ少なくなるように

もうちょっと研究してほしいと思うんですが、

研究の余地はないとですか。

○大田原県土整備部次長 今、緒嶋委員が言わ

れています違算関係ですが、話に出ていません

けど、開示請求というのがあります。入札が終

わって契約した後、業者がすぐ、お金まで入っ

ている設計書を「見せてください」と請求して

くるんです。もし違算のままにしておきます
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と、適正でない設計書の金額で契約したという

ことになりまして後々問題になりますので。確

かに違算で入札の取りやめとなりますと、業者

の皆さん、あるいは担当のほうも相当な負荷が

かかっていまして、委員が言われましたように

眠れない職員もいるようなことを聞いていま

す。この件につきましては、今言いましたよう

に開示請求、後で正しい設計書がわかった場合

の対応が難しい場面も出てきますので、そこも

含めまして案件ごとに検討が必要かと思ってい

ます。これにつきましてはもうちょっと検討、

研究をして、手間暇かからないような効率的な

対応も必要かと思いますので、それをさせてい

ただきたいと思います。

○緒嶋委員 私も、職員の皆さんの負担を考え

た場合に大変だろうと思うから、違算がないの

が一番いいわけですが、完璧ということはない

にしても、職員には物すごい負担にもなるし、

「おまえがしっかりせんからこういうことに

なったじゃないか」と、口に出さんでも上司は

思っているだろうと思うんです。本当大変だろ

うと思うし、これは農政も環境森林も同じだと

思いますので、管理課長が「ないようにする」

と言われたことを前提に、もうちょっと知恵を

出して何か防ぐ方法をお互い努力していただい

て、業者の皆さんの信頼も得るように、お互い

が嫌な思いをしないように努力していただきた

いということを要望しておきます。これは大変

なことだと思いますけどね。

○山下委員長 会社でも内部牽制というのがあ

りますよね。お金を扱うところだって、法規上

いっているかどうか。違算があって、なくそう

という努力は、内部のチェック機関はどういう

形でなされているんですか。例えば、１人の人

が１億の事業の見積もりをやる。その人に何人

ぐらいついていて、なくすための手段、内部牽

制という手段で最終的にされていくと思うんで

すけれども、そこの改革、努力はされているん

ですか。

○前田技術企画課長 設計書の精査の件だと思

いますけれども、発注機関で担当の職員が設計

書を組みます。現在では同じ班の人間が中身を

チェックしまして、リーダーがまた見ます。決

裁の中で工務課長が見まして、最終的には所長

が印鑑を押してでき上がりということになりま

す。内部では、担当者だけではなくて、クロス

チェックと言っているんですけれども、違う担

当者が別の目で見るということもしておりま

す。大きい金額のものにつきましては本課発注

になりますので、本庁の事業課にも上がって、

そこの担当がまた精査をするという形で、何回

かやっております。その体制をちゃんとやる

と。

それと技術企画課としては、こういう違算が

ありましたという事例を、各発注機関、事業課

にも出して、こういう目で精査をしてください

ということを今しきりにやっているところで

す。もともとの設計の考え方についても、定期

的に研修会等して違算のないように取り組んで

いるところですけれども、現在、間違っている

事例を見ますと、単純に単価のとり違いとか、

電算で入力をする関係で選択ミスとかで、細か

いことを言いますと、設計書の中に表示される

表示のされ方等が間違っているというシステム

上の問題もある場合とか、これは私の課でやっ

ているんですけれども、複数の単価があるとき

の取り扱いを間違っていて、業者のほうが正し

かったり、いろんなパターンがございます。そ

ういうものがあった場合にはそれを改善してい

くと。チェック体制もちゃんとしたものにして
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いく努力を続けているところであります。以上

でございます。

○中野委員 その件数を聞いてびっくりしてい

るんですが、その件数は過去と比べて多くなっ

ているのか。また、他県と比べてどうなのか教

えていただけませんか。

○江藤管理課長 他県との比較についてはデー

タを持ち合わせておりません。発生状況で見ま

すと、今年度の上半期時点で見ると、従来より

は発生頻度が高くなっている状況であります。

今年度の上半期で見ますと、先ほど県土整備部

において11件と申し上げましたけれども、昨年

の上半期の建設工事の開札後の中止は６件であ

りました。

○中野委員 それについては他の部局もあるん

じゃないかという指摘もありましたが、そうい

うものの原因追及とか調査は既に立ち上げられ

て何かされておるんですか。

○江藤管理課長 違算等による開札後の入札中

止の案件等については、管理課と技術企画課に

発注機関から報告がございます。違算の内容等

の原因究明については全てしておりまして、先

ほど技術企画課長も申し上げたとおり、違算の

原因等についての発注機関へのフィードバック

を速やかに行うようにしているところでありま

す。

○中野委員 大変重要なことですから、原因究

明あるいは対策その辺をきちんと整理して、制

度的に対策をせにゃいかんのか。こんなことを

言ってはいけませんが、職員の質に問題がある

のかとか。そういうのも発注されるわけでしょ

うから、発注先の問題等も含めて早急に対策の

本部みたいなのをつくられて、ほかの２部局も

含めて早急に取り組んでやってほしいと思いま

す。

○江藤管理課長 今年度に入りまして、前年度

までと比べますと件数がふえているということ

を我々も危機意識を持っておりまして、昨年度

も技術企画課を中心に違算の対策といいます

か、できることを整理して、発注機関にも周知

して取り組んでいるところでありますけれど

も、今、委員が申されたとおり今後も含めて、

先ほど大田原次長のほうからもお話がありまし

たけれども、違算が少なくなるような、あるい

は入札中止が少なくなるような対策が講じられ

ないかどうか研究してまいりたいと考えており

ます。

○中野委員 他県のことはまだ調査されてない

ようでしたけれども、他県との比較とか、他県

もそんなにふえているのかどうかとか、今の入

札制度等も含めて、過去もあったんだけれども

顕在化しなかったのかどうか、その辺のことを

深く研究して、ぜひ善処していただきたいと思

います。よろしくお願いしておきます。

○江藤管理課長 今後とも引き続き、違算の対

策について真剣に取り組んでまいりたいと考え

ております。

○谷口道路建設課長 さきほどの発言で訂正を

願いたいと思います。宮崎県中長期道路整備計

画の策定時期を23年度と申しましたが、23年の

３月で、22年度末でございます。おわびいたし

ます。

○山下委員長 なければ、終わりたいと思いま

す。よろしいですね。

では、以上をもちまして県土整備部の審査を

終了いたします。

執行部の皆様、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時17分休憩
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午後３時26分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

まず、採決についてですが、委員会日程の最

終日に行うこととなっておりますので、あす行

いたいと思います。

開会時刻は午後１時としたいのですが、よろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 では、そのように決定いたしま

す。

その他、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 なければ、以上で本日の委員会

を終了いたします。

午後３時26分散会



-51-

平成24年12月５日（水曜日）

午後１時１分再開

出席委員（８人）

委 員 長 山 下 博 三

副 委 員 長 重 松 幸次郎

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 中 野 一 則

委 員 押 川 修一郎

委 員 右 松 隆 央

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 関 谷 幸 二

議事課主任主事 大 山 孝 治

○山下委員長 委員会を再開いたします。

まず、議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号から第３号、第16号、第18号から

第23号、第26号、第29号及び第30号について、

原案のとおり可決することに御異議ございませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外12件については原案のとおり

可決すべきものと決定いたしました。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として、特に御要望ありま

せんか。

暫時休憩いたします。

午後１時２分休憩

午後１時22分再開

○山下委員長 委員会を再開いたします。

お諮りいたします。

委員長報告につきましては、正副委員長に御

一任いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「商工観光振興対策及び商工行政の推進に関

する調査」につきましては、閉会中の継続審査

といたしたいと思いますが、御異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○山下委員長 ないようですので、以上で委員

会を終了いたします。

午後１時23分閉会


